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序     文 

 

独立行政法人国際協力機構は、2011 年 11 月 23 日ボツワナ共和国と締結した討議議事録（R/D）

に基づき、2012 年 4 月より地球規模課題対応国際科学技術協力の枠組みによる「乾燥冷害地域に

おけるヤトロファ・バイオエネルギープロジェクト（SATREPS）」を 5 年間の計画で実施してい

ます。 

このたび、プロジェクトが協力期間の中間地点に至ったことから、プロジェクトの進捗や実績

を確認のうえで目標及び成果達成に向けた貢献・阻害要因を分析すること、評価 5 項目（妥当性、

有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点から日本・ボツワナ共和国側双方で総合的にプ

ロジェクトを評価すること、及び今後の対策について提言を行うことを目的として、2014 年 8 月

17 日から 9 月 6 日まで中間レビュー調査団を現地に派遣しました。 

現地ではボツワナ共和国側の団員と合同評価調査団を形成し、評価結果を合同評価報告書に取

りまとめ、ボツワナ共和国側の政府関係者と今後の方向性について協議し、ミニッツ（M/M）に

署名を取り交わしました。本報告書は、その結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェク

トの実施にあたり広く活用されることを願うものです。 

終わりに本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表し

ます。 

 

平成 27 年 8 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 北中 真人 
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中間レビュー調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ボツワナ共和国 案件名：乾燥冷害地域におけるヤトロファ・バイオ

エネルギー生産のシステム開発プロジェクト 

分野：農業開発 援助形態：技術協力プロジェクト（科学技術） 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：約 1 億 9,300 万円 

協力期間 

（R/D）：2012 年 4 月 12 日～

2017 年 4 月 11 日 

先方関係機関：鉱物・エネルギー・水資源省

（MMEWR）、農務省（MOA）農業研究局（DAR）、

ボツワナ大学（UB） 

 日本側協力機関：鳥取大学、琉球大学、理化学研究

所 

 他の関連協力：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

ボツワナ共和国（以下、「ボツワナ」と記す）は、驚異的な経済成長を遂げてきた。ただし、

ボツワナ経済は、その輸出総額の 80％と国家収入の 50％を鉱山資源が占め、不安定な国際貿易

に依存するリスクを抱えている。そのため、ボツワナ国家開発計画上、社会経済構造の多様化

が強く求められている。 

2007 年、ボツワナ鉱物・エネルギー・水資源省（Ministry of Minerals, Energy and Water 

Resources：MMEWR）エネルギー局（Energy Affairs Division：EAD、現 Department of Energy：

DOE）は、国内におけるバイオ燃料生産の実現可能性について報告書を発表し、ヤトロファ植

物によるバイオ・ディーゼル燃料生産の潜在的可能性が高いと結論づけた。この報告を受け、

2009 年、ボツワナ政府は、2020 年までに国内ディーゼル油消費量の約 10％にあたる年間 5,000

万リットルのバイオ・ディーゼル燃料の生産を達成することを公表した。本政策が達成されれ

ば、ボツワナが署名締結している CO2 削減に向けた京都議定書の目標達成に貢献するだけでな

く、国家のエネルギー政策の安定化、農村部における農工業産業の活性化、雇用の新規創出に

貢献することが期待される。上記の政策を受け、2010 年、EAD により、日本側共同研究者が

招へいされ、共同現地調査が実施された。同調査では、乾燥冷害の環境下で起こるヤトロファ

樹木の枯死・育成遅延などの問題を解決するためには、ボツワナ国内におけるヤトロファの栽

培法に係る技術確立が不可欠であると結論づけた。 

乾燥冷害地域におけるヤトロファ・バイオエネルギー生産のシステム開発プロジェクト（以

下、「本プロジェクト」と記す）は、ボツワナの乾燥・冷害地域において①ヤトロファを効率的

に育てるための研究、②高収量・ストレス耐性ヤトロファの育種、③ヤトロファ種子から生産

されるバイオディーゼルの特性の研究、④種子・バイオディーゼルの生産に伴い発生する非油

脂バイオマスの利用方法の研究、⑤バイオディーゼル生産につき全工程を対象とした環境・社

会・経済性をはじめとする総合的な評価、を行うことにより、ボツワナにおけるヤトロファ・

バイオディーゼルの生産に向けた技術的知見と経験の蓄積を達成することを目的として、2012

年 4 月から 2017 年 4 月までボツワナ乾燥冷害地域におけるヤトロファ・バイオエネルギー生産

のシステム開発プロジェクトを実施している。 

2014 年 9 月にプロジェクトが協力期間の中間点を迎えることから、ボツワナ側と合同でプロ
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ジェクトの活動進捗状況の確認、達成度の検証を行い、さらに評価 5 項目（妥当性、有効性、

効率性、インパクト、持続性）の観点から評価することで、残りの協力期間における対応方針

につき検討し、関係者に提言することを目的とし、中間レビュー調査が実施された。 

 

１－２ 協力内容 

(1) プロジェクト目標 

ボツワナにおけるヤトロファ・バイオディーゼルの商業生産に向けた技術的知見と経験

が蓄積される。 

 

(2) 成果 

1)  ボツワナの気候に適したヤトロファの栽培体系が確立される。 

2)  高収量・ストレス耐性ヤトロファ品種を開発するための技術基盤が構築される。 

3)  ヤトロファ・オイルの特性が明らかになる。 

4)  ヤトロファ非油脂バイオマスを利用するための技術が開発される。 

5)  ヤトロファ生産とバイオマス利用のインパクトが環境・社会・経済面から評価される。

 

(3) 投入 

1)  日本側 

専門家：長期専門家（チーフアドバイザー・栽培、業務調整）3 名、短期専門家 11 名

本邦研修：3 回開催、延べ 10 名参加 

機材供与：プロジェクト車両、光合成測定装置、チッパー、変性剤濃度勾配ゲル電気

泳動（Denaturing Gradient Gel Electrophoresis：DGGE）ユニット、ゲル撮影装置、ト

レーラー、芝刈り機、気象サーバー、葉面積測定器、DNA 電気泳動装置、凍結乾燥

機、ホモジナイザー、種子保存用冷蔵庫、インキュベーター、バイオディーゼルス

ターターキット、土壌モニタリングユニット等 

施設整備：DAR 実験圃場に、フェンス、有刺鉄線、自動灌水バルブ、貯水タンク 2 台、

プレハブ、電柵、倉庫を整備、灌水設備の交換・修理 

ローカルコスト負担：約 1,905 万円（2014 年 6 月末まで）、機器・実験用消耗品購入、

現場研修・シンポジウムの開催、レンタカー利用、気象データ通信等の費用として

支出 

2)  ボツワナ側 

カウンターパート（C/P）配置：延べ 42 名〔MMEWR9 名、農務省農業研究局（Department 

of Agricultural Research：DAR）19 名、ボツワナ大学（University of Botswana：UB）

14 名〕 

DAR から、プロジェクト事務所、実験室、実験圃場が提供、実験圃場において、灌水

設備、貯水タンク 1 台を整備。UB から実験室が提供。 

プロジェクト費負担：約 411 万円（2014 年 6 月末まで）、プロジェクト車両ガソリン

代、圃場労働者及びセキュリティガード人件費、長期研修員派遣費、C/P 出張費、

ワークショップ・会合・研修開催費として支出 
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２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

団長 佐藤 武明 JICA 国際協力専門員 

協力企画 知念 優美 JICA 農村開発部 農業・農村開発第二グループ

第四チーム ジュニア専門員 

評価分析 齋川 純子 株式会社コーエイ総合研究所 コンサルタント 

科学技術計画・評価 山地 憲治 JST 国際科学技術部 地球規模課題国際協力室

研究主幹 東京大学名誉教授 

科学技術計画・評価 鵜瀬 美里 JST 国際科学技術部 地球規模課題国際協力室

調査員 

調査期間  2014 年 8 月 17 日～2014 年 9 月 6 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) 成果 1 達成に向けた活動 

1)  気象観測システムの設置 

セベレ、セロウェ、マウン、カンの 4 カ所に設置済み。 

2)  ヤトロファ栽培手法の開発 

ボツワナ固有種（81 系統）の収集、苗木のセベレ、マウン圃場への移植。ガーナ種苗

木のセベレ圃場への移植。一連のセミナー（「ヤトロファ栽培・植物成長調整因子」「植

栽試験区設計・移植・バイオ炭利用」「光合成データの利用・分析方法」「実験計画法」

「防寒法」、「植物ストレス休眠」、「間作と生長解析」）を実施。越冬処置、光合成測定、

損傷回復手法等の実施。栽培マニュアル作成に向けた栽培指針を作成。 

3)  灌漑システムの開発 

セベレ圃場に貯水タンク 3 台、灌水設備を設置（継続的な修理・交換を実施）。新たな

井戸を掘削済み、ポンプ・管を設置中。 

4)  土壌・水の分析 

土壌試料を採取、DGGE、誘導結合プラズマ（Inductively Coupled Plasma：ICP）、核磁

気共鳴（Nuclear Magnetic Resonance：NMR）等の各種分析機器を用いた微生物叢解析及

び化学プロファイリングを実施。DGGE ユニットを供与、DGGE 手法に係るセミナーを

実施（2012 年 6 月）。灌漑用水（井戸水）の物理・化学的特性を分析。 

 

(2) 成果 2 達成に向けた活動 

1)  ボツワナ固有種の特性評価 

ボツワナ固有種の形態的・生理的特性を評価。 

2)  害虫・病気発生の調査 

C/P により実施、病虫害は散見されたが、大きな影響はなし。 

3)  分子マーカーの特定 

DNA 抽出手法及び RAPD 手法につき、C/P への技術指導を実施。分子マーカーに係る

セミナーを実施（2012 年 6 月）。 

4)  遺伝子型と表現型の関係に係るオミクス解析 
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オミクス解析に係るセミナーを実施（2013 年 5 月）。次世代シークエンシング、ICP、

NMR 手法を用いて、花・果実のオミクス解析を実施。ヤトロファ葉のプロテオーム分析・

トランスクリプトーム分析に係る研修を C/P に対して実施（2014 年 7 月）。オミクス解

析に係るデータベースを構築中。 

5)  遺伝子組み換えヤトロファの開発 

ヤトロファにストレス耐性遺伝子の導入を実施（根伸長、低温耐性、乾燥耐性）、形質

転換候補株を取得。ボツワナ国内での遺伝子組み換えヤトロファの隔離栽培を実施する

予定。遺伝子組み換えヤトロファ技術に係るセミナーを実施（2013 年 5 月）。 

 

(3) 成果 3 達成に向けた活動：未実施 

 

(4) 成果 4 達成に向けた活動 

1)～4) 非油脂ヤトロファ・バイオマス分析、ヤトロファ炭生産・効果調査 

ヤトロファ・バイオ炭の生産・分析を実施（2013 年 7 月本邦研修）。炭化とバイオ炭

生産に係るセミナーを実施（2014 年 5 月）。DAR に試作型炭化釜を設置、ヤトロファの

枝、その他の植物残渣から、バイオ炭を生産。ヤトロファ炭の土壌への適用実験を DAR

にて実施中。 

5)  非油脂ヤトロファ・バイオマスのエネルギー利用・評価 

未実施 

 

(5) 成果 5 達成に向けた活動 

1)～3) ヤトロファ生産・バイオマス利用の評価 

未実施 

4)  ワークショップ・シンポジウム開催 

公開研究成果発表セミナー開催（2013 年 5 月 23 日、C/P 28 名、専門家 10 名出席）。

第 1 回ヤトロファ・シンポジウム開催（2013 年 8 月 8 日、62 名参加）。モザンビークの

事例に係るセミナー開催（2014 年 1 月 9 日）。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性：中程度に高い 

本プロジェクトは、ボツワナ側の開発政策〔第 10 次国家開発計画（NDP10）、国家エネ

ルギー政策〕、日本の ODA 政策（対ボツワナ援助重点分野、2011 年 6 月）、C/P 機関のニ

ーズに整合している。ただし、ボツワナ側のプロジェクト活動費の確保につき懸念があり。

 

(2) 有効性：中程度 

成果の達成状況・見込み： 

1)  成果 1：2013 年 11 月の降雹、2014 年 6、7 月の寒波の影響から、実験圃場ではこれ

までにヤトロファ種子収穫はなし。今後想定外の降雹等がなければ 2015 年 3～5 月に

種子収穫が見込まれる。栽培マニュアル作成に向けた指針が作成されるなど、ヤトロ

ファ栽培体系に係る技術的知見は着実に蓄積されている。よって、成果 1 は部分的に
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達成されている。 

2)  成果 2：ボツワナで入手可能なヤトロファ系統はすべて収集され、その特性が評価

された。ストレス耐性（根伸長、低温耐性、乾燥耐性）及び高収量の遺伝子の導入に

よる、遺伝子組み換えヤトロファが開発されており、今後隔離栽培によるストレス耐

性評価を行う予定である。よって、成果 2 は部分的に達成されている。 

3)  成果 4：種子以外のバイオマスが計測、ヤトロファ炭が生産され、土壌適用実験が

実施中である。よって、成果 4 は部分的に達成されている。 

4)  成果 3 及び 5：当該成果に係る活動は未実施。 

プロジェクト目標の達成状況・見込み： 

本プロジェクトは、乾燥冷害気候に適合したヤトロファ栽培体系の確立（成果 1）、高

収量・ストレス耐性ヤトロファ品種のゲノム育種（成果 2）、ヤトロファ・オイル特性の

解析（成果 3）、非油脂バイオマス利用技術の開発（成果 4）を達成することにより、ヤ

トロファ・バイオディーゼル生産に向け、技術的知見と経験が蓄積されることをめざし

ている。また、ヤトロファ生産及び利用の工程を対象とした評価を行うことで（成果 5）、

商業生産への見通しが判断される。プロジェクト目標の達成のレベルは、各成果に向け

ての今後の活動進捗状況に左右されるが、これまでの成果達成状況及び今後予定されて

いる活動を考慮すると、プロジェクト終了時までに、ヤトロファ・バイオディーゼル生

産に向けた技術的知見と経験がある程度蓄積されることは大いに見込める。 

プロジェクト目標の達成指標で判断すると、1)学術論文 5 本の発行は達成される見込

みは高い。2)2 名が本年修士課程を開始した状況から、プロジェクト期間内に 6 名が修

士もしくは博士号を取得するのは厳しい状況であり、早急の対応が必要となる。3)「技

術パッケージ」が完成したレベルでの必要技術をすべて網羅したものを意味するならば、

同パッケージの整備は難しい。ボツワナ政府が同技術パッケージを採用するか否かは、

成果 5 で扱う評価の結果及びその他の要因に左右され、現時点でこれを判断するのは難

しい。 

 

(3) 効率性：中程度 

・日本側からの投入（専門家の派遣、本邦研修、供与機材等）は、アウトプット産出のた

めおおむね適切に行われている。 

・本邦研修参加 C/P によれば、同研修により知識・技術が向上し、有効であったとのこと

である。 

・ボツワナ側 C/P は、専門分野、経歴を考慮し、配置されている。圃場・栽培管理を担当

する C/P は配置されていない。他業務との兼ね合い、任務の不明瞭さ等により、C/P の

プロジェクトへの参加状況は良いとはいい難い。調整役を担っていた主要 C/P が 2014

年退職した。 

・DAR から提供された実験圃場では、必要な電気は整備されておらず、十分な灌漑水が確

保できない状態であった。 

・MMEWR 内でプロジェクト活動に必要な予算がタイムリーに確保できず、圃場労働者の

提供、長期研修生の派遣に遅延が生じている。 

・C/P の給与、日常の交通手段は各 C/P 機関で手当てされているが、プロジェクト活動へ
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の限定的な参加の理由として、交通手段の不足を挙げる C/P もいた。 

 

(4) インパクト 

本プロジェクトは、以下の影響をもたらしている。 

・圃場でのヤトロファ栽培が成功したことがない環境で、適正な手法により労力をかけれ

ばヤトロファは育つという実例を見せている。 

・ヤトロファ以外のバイオ燃料原料を考慮する必要性が C/P 側で認識されている。 

・増幅断片多型 DNA（Random Amplification of Polymorphic DNA：RAPD）解析をヤトロフ

ァ以外の育種研究や野生生物資源の評価研究に活用する動きが DAR 内でみられる。 

・セロウェイ圃場でヤトロファの栽培試験を行っている NGO（ボイテコ・トラスト）に対

して、プロジェクトで得られた技術・知識が積極的に共有され、連携が進んでいる。 

・本プロジェクトは外部からの注目を集めており、2014 年 8 月に開催された「ボツワナ再

生エネルギー会議」等、さまざまな機会において言及されている。 

 

(5) 持続性 

1)  政策面 

NDP10 及び国家エネルギー政策では、再生可能エネルギーの開発・利用を促進する方

針が明確に打ち出されている。再生可能エネルギー開発戦略の策定が着手されるなど、

関心が高まっている。これらの政策・関心は、中期的には維持されると考えられる。 

2)  財政面 

プロジェクト終了後に、プロジェクト関連の研究活動継続の予算をボツワナ側が確保

できるか否かは、後半の成果達成状況にも左右されるため、現時点では判断できない。

3)  組織・技術面 

プロジェクト活動を通じて、C/P の知識・技術はある程度向上している。今後予定さ

れている共同論文作成を含むグループごとの研究活動を通じて、C/P 側の能力、オーナ

ーシップの更なる向上が見込める。DAR は再編成が予定されているが、新組織でもヤト

ロファに係る研究に対し、要員・予算ともにある程度の手当ては見込めるとのことであ

る。また、関連分野の教授が UB にいる限り、本プロジェクト関連研究が継続する見込

みは高い。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

特になし。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

特になし。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

・想定以上に、セベレ実験圃場の気象条件が厳しいことが判明した。 
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・ボツワナでの農業は、放牧と天水依存作物栽培を主とし、労働集約的な灌漑作物栽培は

比較的新しい分野であることが、改めて認識された。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

・想定外であった、2013 年 11 月の降雹、2014 年 6 月及び 7 月の寒波により、栽培中のヤ

トロファが著しい被害を受け、種子の収穫はいまだできず、成果 3 に係る活動は着手で

きていない。 

・圃場・栽培管理を担当する C/P 研究者が配置されておらず、技術移転の受け皿がないま

ま、日本側専門家主体で圃場・栽培管理に係る活動が行われている。2013 年 12 月に圃

場技術スタッフがようやく配属され、専門家が直接指導をしているが、技術・能力レベ

ルに大きな乖離があり、技術移転が進んでいるとはいい難い。 

・活動月報の共有・定例会議の開催・インターネット上の共有フォルダの利用等を通じて、

専門家チームは C/P とのコミュニケーション・情報共有を図っているが、十分に機能し

ていない。 

・本プロジェクト実施に関し、C/P 機関の役割分担等に係る合意書（Memorandum of 

Understanding：MOU）はなく、3 機関の間のコミュニケーション・調整も不足している。

・DAR 及び UB は、調整の役割を担っていた C/P が 2014 年退職したこともあり、内部調

整が不足している。 

・C/P のプロジェクト活動内容及び自らの任務の位置づけに対する理解が十分ではない。 

 

３－５ 結論 

本プロジェクトは、ボツワナ側の開発政策、日本の ODA 政策、C/P 機関のニーズと整合して

おり、おおむね妥当である。本プロジェクトは、遅延があったものの、その活動を通じて、ヤ

トロファ・バイオディーゼル生産に向けた技術的知見と経験が着実に蓄積されてきている。こ

れを更に蓄積できるか否かは、今後の活動進捗及び成果達成に左右されるため、現時点でプロ

ジェクト目標の達成見込みを判断するのは難しい。プロジェクト終了後の持続性については、

特に関連研究活動継続のための資金確保につき懸念が残る。 

 

３－６ 提言 

(1) プロジェクト活動予算の手当て 

MMEWR は、次年度開発予算の下に、本プロジェクトの予算項目を設置すべく、予算内

訳・規模を DAR・UB・日本側専門家と協議したうえで、2014 年 10 月末までに必要な手続

きを行うべきである。予算執行手続きを明確にし、MMEWR・DAR・UB の 3 者間で合意

すべきである。 

 

(2) PDM の改訂 

レビュー調査結果に基づき、現行 PDM（2014 年 5 月 20 日、第 2 版）を以下のとおり改

訂することを提案した。 

・プロジェクト目標指標 3：現行「ヤトロファ・バイオマスを利用するための技術パッケ

ージがボツワナ政府に採用される。」→改訂案「プロジェクト成果に基づく技術体系がボ
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ツワナ政府に提案される。」 

・成果指標 1-2：現行「少なくとも 4 つの異なるサイトについて、水管理と剪定を含む栽

培体系が文書化される。」→改訂案「4 つの異なるサイトのデータベースをもとに、水管

理と剪定を含む栽培体系が文書化される。」 

・成果指標 1-3：現行「実験圃場でのヤトロファ種子生産が ha 当たり 2.5t を上回る。」→

改訂案「実験圃場でのヤトロファ種子生産が樹木 1 本当たり 80 個を上回る*。」 
*
遺伝子組み換えヤトロファ木は含まない。 

 

(3) プロジェクト実施体制の再構築 

関係者間のコミュニケーション・調整を促進し、効果的なプロジェクト実施体制を再構

築するために、以下の方策をとることを提案した。 

1)  C/P への正式な辞令の発行 

C/P 機関、特に DAR は C/P 研究者に対して本プロジェクト参加に係る正式な辞令を発

行すべきである。 

2)  C/P 機関の間の合意書（MOU）締結 

活動費用の手当てを含む、プロジェクトにおける役割・責任分担に係る MOU を

MMEWR・DAR・UB で準備し、締結すべきである。 

3)  C/P 3 機関のコーディネーターの任命 

C/P 機関はそれぞれコーディネーターを任命すべきである。 

4)  共同研究体制の再構築 

学術論文の共同執筆をはじめとする共同研究活動を促進するため、ボツワナ側 C/P 及

び日本側専門家は、既存の Action Plan に基づき、以下のとおり共同研究体制を構築し、

双方で十分なコミュニケーションをとり、共同研究を進めるべきである。 

・成果もしくは研究課題に基づくグループの結成 

・日本側・ボツワナ側の双方からのグループリーダーの選出 

・グループメンバー、各メンバーのタスク・責務の明確化 

・グループごとの最終目標・中間目標の設定 

・グループごとの四半期活動計画の策定、これに基づく各メンバーのタスクの明確化 

 

(4) プロジェクト成果達成に向けた活動の準備・促進 

1)  成果 1 

圃場・栽培の効率的な管理、専門家から C/P 研究者への技術移転を促進するため、DAR

は圃場・栽培管理を統括できる C/P を配置すべきである。 

2)  成果 3 

UB は MMEWR 及び日本側専門家と協議し、遅くとも 2015 年 4 月までに実験活動に

従事する大学院生・研究助手を配置するなど、本活動への準備を進めるべきである。 

3)  成果 5 

活動の円滑な開始に向け、UB と日本側専門家双方は、活動内容、実施方法、スケジ

ュール等を協議し、2014 年中に詳細活動計画を最終化すべきである。 
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(5) 関連法・政策の動向への留意 

「バイオセーフティの法的枠組み」「再生エネルギー開発戦略」等の法的枠組みは、本プ

ロジェクト活動の実施及び持続性に影響を与えることから、ボツワナ側 C/P と日本側専門

家はその動向に留意する必要がある。 

 

３－７ 教訓 

特になし。 

 

３－８ フォローアップ状況 

該当なし。 

 

 

 





－1－ 

第１章 中間レビュー調査概要 
 

１－１ 中間レビュー調査の背景と目的 

ボツワナ共和国（以下、「ボツワナ」と記す）は、驚異的な経済成長を遂げてきた。過去 20 年

間の平均経済成長率は 7％以上であり、1 人当たりの GDP は、過去 30 年間で 6 倍以上に増大して

いる。しかしながら、ボツワナ経済は、その輸出総額の 80％と国家収入の 50％を鉱山資源が占め、

不安定な国際貿易に依存するリスクを抱えている。そのため、ボツワナ国家開発計画上、社会経

済構造の多様化が強く求められている。 

2007 年、ボツワナ鉱物・エネルギー・水資源省（Ministry of Minerals, Energy and Water Resources：

MMEWR）エネルギー局（Energy Affairs Division：EAD、現 Department of Energy：DOE）は、国

内におけるバイオ燃料生産の実現可能性について報告書を発表し、ヤトロファ植物によるバイ

オ・ディーゼル燃料生産の潜在的可能性が高いと結論づけた。この報告を受け、2009 年、ボツワ

ナ政府は、2020 年までに国内ディーゼル油消費量の約 10％にあたる年間 5,000 万リットルのバイ

オ・ディーゼル燃料の生産を達成することを公表した。本政策が達成されれば、ボツワナが署名

締結している CO2 削減に向けた京都議定書の目標達成に貢献するだけでなく、国家のエネルギー政

策の安定化、農村部における農工業産業の活性化、雇用の新規創出に貢献することが期待される。 

上記の政策を受け、2010 年、EAD により、日本側共同研究者が招へいされ、共同現地調査が

実施された。同調査では、乾燥冷害の環境下で起こるヤトロファ樹木の枯死・育成遅延などの問

題を解決するためには、ボツワナ国内におけるヤトロファの栽培法に係る技術確立が不可欠であ

ると結論づけた。 

乾燥冷害地域におけるヤトロファ・バイオエネルギー生産のシステム開発プロジェクト（以下、

「本プロジェクト」と記す）は、ボツワナの乾燥・冷害地域において①ヤトロファを効率的に育

てるための研究、②高収量・ストレス耐性ヤトロファの育種、③ヤトロファ種子から生産される

バイオディーゼルの特性の研究、④種子・バイオディーゼルの生産に伴い発生する非油脂バイオ

マスの利用方法の研究、⑤バイオディーゼル生産につき全工程を対象とした環境・社会・経済性

をはじめとする総合的な評価、を行うことにより、ボツワナにおけるヤトロファ・バイオディー

ゼルの生産に向けた技術的知見と経験の蓄積を達成することを目的として、2012 年 4 月から 2017

年 4 月までボツワナ乾燥冷害地域におけるヤトロファ・バイオエネルギー生産のシステム開発プ

ロジェクトを実施している。 

2014 年 9 月にプロジェクトが協力期間の中間点を迎えることから、ボツワナ側と合同でプロジ

ェクトの活動進捗状況の確認、達成度の検証を行い、さらに評価 5 項目（妥当性、有効性、効率

性、インパクト、持続性）の観点から評価することで、残りの協力期間における対応方針につき

検討し、関係者に提言することを目的とし、中間レビュー調査が実施された。 

 

１－２ プロジェクト概要 

１－２－１ プロジェクト名 

乾燥冷害地域におけるヤトロファ・バイオエネルギー生産のシステム開発プロジェクト 

 

１－２－２ プロジェクト期間 

2012 年 4 月 12 日～2017 年 4 月 11 日（5 年間） 
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１－２－３ 日本側実施機関 

(1) 鳥取大学 

(2) 琉球大学 

(3) 理化学研究所 

 

１－２－４ カウンターパート機関 

(1) 鉱物・エネルギー・水資源省（MMEWR）エネルギー局（DOE） 

(2) 農務省（MOA）農業研究局（DAR） 

(3) ボツワナ大学（UB） 

 

１－２－５ プロジェクト枠組み 

(1) プロジェクト目標 

ボツワナにおけるヤトロファ・バイオディーゼルの商業生産に向けた技術的知見と経験

が蓄積される。 

 

(2) 成果 

1)  成果 1：ボツワナの気候に適したヤトロファの栽培体系が確立される。 

2)  成果 2：高収量・ストレス耐性ヤトロファ品種を開発するための技術基盤が構築され

る。 

3)  成果 3：ヤトロファ・オイルの特性が明らかになる。 

4)  成果 4：ヤトロファ非油脂バイオマスを利用するための技術が開発される。 

5)  成果 5：ヤトロファ生産とバイオマス利用のインパクトが環境・社会・経済面から評

価される。 

 

(3) 活動 

1)  成果 1 を達成するための活動 

1-1：気象観測システムとフィールドサーバーを設置する。 

1-2：ヤトロファの栽培手法を開発する。 

1-3：ヤトロファ栽培のための灌漑システムを開発する。 

1-4：土壌と水の分析を行う。 

2)  成果 2 を達成するための活動 

2-1：ボツワナに自生するヤトロファ系統を特徴づけ、その生理的特性を評価する。 

2-2：ボツワナに自生するヤトロファ系統の害虫、病気の発生を調査する。 

2-3：ボツワナに自生するヤトロファ系統を識別する分子マーカーを特定する。 

2-4：遺伝子型と表現型の関係をオミクス解析により調べる。 

2-5：遺伝子組み換えヤトロファを開発する。 

3)  成果 3 を達成するための活動 

3-1：ヤトロファ種子のオイル含量、成分、熱量を分析する。 

3-2：ヤトロファ種子、クルードオイルのオイル含量、成分、熱量を分析する。 

3-3：ヤトロファ・クルードオイルとバイオディーゼルのエンジン性能試験を行う。 



－3－ 

3-4：ヤトロファ・バイオディーゼルの収率を評価する。 

3-5：ヤトロファ・クルードオイルとバイオディーゼルの品質を評価する。 

3-6：ヤトロファ種子とクルードオイルの貯留特性を調べる。 

4)  成果 4 を達成するための活動 

4-1：非油脂ヤトロファ・バイオマスの熱量、化学組成、毒性物質を分析する。 

4-2：ヤトロファ炭を生産する。 

4-3：ヤトロファ炭を土壌に適用する。 

4-4：ヤトロファ炭の土壌への効果を調べる。 

4-5：非油脂ヤトロファ・バイオマスのエネルギー利用とその他の利用方法を評価する。 

5)  成果 5 を達成するための活動 

5-1：ヤトロファ生産とバイオマス利用の環境へのインパクトを評価する。 

5-2：ヤトロファ生産とバイオマス利用の社会へのインパクトを評価する。 

5-3：ヤトロファ・バイオディーゼル生産の経済評価を行う。 

5-4：研究成果を国際的に共有するためのワークショップやシンポジウムを開催する。 

 

１－３ 合同レビュー調査団の構成 

(1) 日本側 

担当分野 氏 名 所     属 

団長 佐藤 武明 JICA 国際協力専門員 

協力企画 知念 優美 
JICA 農村開発部 農業・農村開発第二グループ 

第四チーム ジュニア専門員 

評価分析 齋川 純子 株式会社コーエイ総合研究所 コンサルタント 

科学技術計画・評価 山地 憲治 

JST 国際科学技術部 地球規模課題国際協力室  

研究主幹 

東京大学名誉教授 

科学技術計画・評価 鵜瀬 美里 
JST 国際科学技術部 地球規模課題国際協力室  

調査員 

 

(2) ボツワナ側 

Leader 

 

Mr. Stephen Kebakile Chief Economist 

Development Programmes 

Ministry of Finance and Development Planning 

Member Dr. Nelson Sello Principal Research and Statistics Officer 

Research Statistics & Policy Development 

Ministry of Agriculture 

Member Ms. Lebang Moipisi Principal Agric Economist II 

Department of Agribusiness Promotion 

Ministry of Agriculture 

 



－4－ 

１－４ 調査日程 

現地調査は 2014 年 8 月 17 日～9 月 6 日までの期間で実施された。調査日程の概要は、以下の

とおり。 

 

日 付 
調査スケジュール 

齋川 知念 佐藤/鵜瀬 山地 

8 月 

17 日 

日 ハボロネ着    

18 日 月 プロジェクト専門家ヒアリング、ボツワ

ナ側レビューチームとの会合、DAR 局長

表敬・ヒアリング、DAR 実験圃場・ラボ

ラトリー視察 

   

19 日 火 DAR C/P ヒアリング    

20 日 水 DAR C/P ヒアリング    

21 日 木 DAR C/P ヒアリング、UB C/P ヒアリング    

22 日 金 MMEWR C/P ヒアリング    

23 日 土 収集情報整理    

24 日 日 収集情報整理 ハボロネ着   

チーム内ミーティング   

25 日 月 JICA ボツワナ支所との会合、プロジェクト専門家ヒア

リング、UB C/P ヒアリング、UB ラボラトリー視察 

  

26 日 火 DOE 局長表敬・ヒアリング、DAR 実験圃場・ラボラト

リー視察 

  

27 日 水 プロジェクト専門家との協議、レビューレポート作成   

28 日 木 チーム内ミーティング、レビューレポート作成   

29 日 金 レビューチーム内ミーティング（ドラフトレポート検

討） 

  

30 日 土 チーム内ミーティング、レビューレポート最終化に向け

ての作業 

  

31 日 日 レビューレポート最終化に向けての作業、M/M 案準備 ハボロネ着  

レポート最終化に向けてのチーム内ミーティング  

9 月 

1 日 

月 レポート最終化に向けてのレビューチーム、プロジェクト専門家、C/P

との協議 

ハボロネ着

2 日 火 レポート最終化に向けてのレビューチーム、プロジェクト専門家、C/P との協議 

3 日 水 レポート最終化に向けてのレビューチーム、プロジェクト専門家、C/P との協議、

UB 研究開発局副局長表敬・ヒアリング 

4 日 木 レポート最終化に向けてのレビューチーム、プロジェクト専門家、C/P との協議、

JCC 準備 

5 日 金 JCC 会合、M/M 署名、JICA ボツワナ支所・大使館報告 ハボロネ発

6 日 土 ハボロネ発  
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１－５ 調査手法 

本中間レビュー調査は、日本側及びボツワナ側レビューチームの合同で、以下のプロセスにて

実施された。 

(1) プロジェクトチーム作成・提供資料、その他関連資料のレビュー 

(2) プロジェクト実績、実施プロセス、評価 5 項目ごとに、評価設問を設定した評価グリッド

（和文、英文）の作成（付属資料２．評価グリッド） 

(3) 同グリッドに基づいた質問票の準備、プロジェクト関係者〔プロジェクト専門家、ボツワ

ナ側カウンターパート（C/P）〕への事前配布 

(4) 質問票に基づいた、プロジェクト関係者へのインタビュー 

(5) プロジェクトサイト（DAR 実験圃場、ラボラトリー、UB ラボラトリー）視察 

(6) 収集情報に基づいた、プロジェクト実績（投入、活動）の確認、アウトプットの達成状況・

見込みについての検証、プロジェクト実施プロセスについての確認 

(7) 以下の評価 5 項目の観点からの評価の実施 

1)  妥当性：プロジェクト目標は、ボツワナ側の開発政策・ニーズ、日本の援助政策と整合

性がとれているか。 

2)  有効性：プロジェクト目標はどの程度達成されている（達成される見込み）か、アウト

プットとの関係はどのようになっているか。 

3)  効率性：投入はアウトプット達成のために効率的（量、質、タイミング）に行われたか。 

4)  インパクト：プロジェクト実施による正・負の直接・間接の効果はあるか。 

5)  持続性：プロジェクト終了後に、その効果がどの程度持続する見込みがあるか。 

(8) 上記レビュー結果を踏まえたうえ、今後のプロジェクト活動の運営方針に係る、提言事項

の取りまとめ 
 

１－６ 主要面談者 

(1) ボツワナ側関係者 

＜鉱物・エネルギー・水資源省：Ministry of Minerals, Energy and Water Resources（MMEWR）＞ 

Mr. Kenneth Kerekang Deputy Project Director 

Director, Department of Energy（DOE） 

Mr. Matshameko Chief Energy Engineer, DOE 

Mr. Aaron Somolekae Principal Energy Engineer, DOE 

Ms. Mareledi Gina Maswabi Project Coordinator 

Principal Energy Officer, DOE 

Ms. Lorato Masocha Intern, DOE 

＜農務省農業研究局：Department of Agricultural Research（DAR），Ministry of Agriculture（MOA）＞

Dr. Pharoah.O.P. Mosupi Project Manager 

Director of DAR 

Ms. Ketseemang Safi Output 1 Lead Researcher 

Chief Agricultural Research Officer（Plant Nutrition） 

Dr. Lekgari Lekgari Output 2 Lead Researcher 

Researcher（Plant Breeding/Genetics） 
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Mr. Ugele Majaule Researcher（Soil Chemistry） 

Mr. Elias Kethobile Researcher（Agricultural Mechanization） 

Mr. Chiyapo Gwafila Researcher（Plant Genetic Resources） 

Mr. Charles Mazereku Researcher（Biotechnology） 

Dr. T. Scott Moroke Researcher（Soil Science） 

Ms. Marea Motsepe Researcher（Irrigation） 

Ms. Tidimalo Coetzee Researcher（Plant Protection） 

Dr. Derick George Researcher（Molecular Biology） 

＜ボツワナ大学：University of Botswana（UB）＞ 

Prof. Mogodisheng Sekhwela Project Manager 

Assistant Director 

Office of Research and Development 

Prof. Bakeseng Moseki Professor（Plant Physiology） 

Deputy Dean of Faculty of Science 

Prof. Raban Chanda Professor（Socio Economy），Environmental Science 

Prof. G. Mmopelwa Professor（Agriculture Economy），Environmental Science 

Prof. B.P. Parida Professor（Water Resource Engineering） 

Faculty of Civil Engineering 

Prof. Clever Ketlogetswe Professor（Bio Energy Engineering） 

Faculty of Mechanical Engineering 

 

(2) 日本側関係者 

＜プロジェクト専門家＞ 

稲福 さゆり 

 

プロジェクトチーフアドバイザー（栽培） 

琉球大学 農学部 特命助教 

小中 隆文 プロジェクト業務調整員 

明石 欣也 プロジェクトリーダー（分子育種） 

鳥取大学 農学部 准教授 

石本 雄大 プロジェクト専門家（農学・アセスメント） 

鳥取大学 農学部 プロジェクト研究員 

川満 芳信 プロジェクト専門家（栽培・バイオマス利用） 

琉球大学 農学部 教授 

上野 正美 プロジェクト専門家（農業工学） 

琉球大学 農学部 教授 

薮田 伸 プロジェクト専門家（栽培） 

琉球大学 農学部 プロジェクト研究員 

菊地 淳 プロジェクト専門家（オミクス解析） 

理化学研究所 環境資源科学研究センター 

環境代謝分析研究チーム チームリーダー 
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＜JICA ボツワナ支所＞ 

星野 明彦 所長 

相原 泰章 企画調査員 

＜在ボツワナ日本国大使館＞ 

浜田 圭司 次席・参事官 

銀澤 友孝 二等書記官 
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第２章 プロジェクトの実績 
 

２－１ 投入実績 

２－１－１ 日本側投入 

(1) 専門家派遣 

長期専門家（チーフアドバイザー・栽培、業務調整員）3 名、短期専門家 11 名が派遣さ

れている。2014 年 8 月末までの派遣日数は、長期専門家 1,618 日、短期専門家合計 348 日

である。詳細については、付属資料 1．Joint Mid-term Review Report Annex-2 (1)を参照。 

 

(2) 本邦研修 

本邦研修は 3 回開催され、延べ 10 名（うち 1 名は 2 回）が参加している。詳細につい

ては、付属資料 1．Joint Mid-term Review Report Annex-2 (2)を参照。 

 

(3) 機材供与 

プロジェクト車両、光合成測定装置、チッパー、変性剤濃度勾配ゲル電気泳動（Denaturing 

Gradient Gel Electrophoresis：DGGE）ユニット、ゲル撮影装置、トレーラー、芝刈り機、気

象サーバー、葉面積測定器、DNA 電気泳動装置、凍結乾燥機、ホモジナイザー、種子保存

用冷蔵庫、インキュベーター、バイオディーゼルスターターキット、土壌モニタリングユ

ニット等、プロジェクト研究活動に必要な機材が供与されている。これら供与機材の状態

はおおむね良好で、プロジェクト活動に活用されている。詳細については、付属資料 1．

Joint Mid-term Review Report Annex-2 (3)を参照。 

 

(4) 施設整備 

日本側資金により、DAR 実験圃場に、フェンス、有刺鉄線、自動灌水バルブ、貯水タン

ク 2 台、プレハブ、電柵、倉庫等の施設が整備された。灌水設備は当初はボツワナ側によ

り設置されていたが、機能不全と故障が生じたため、日本側資金により、交換、修理が行

われた。 

 

(5) 現地業務費 

2014 年 6 月末までに約 1,905 万円が出費されており、機器・実験用消耗品（試薬等）等

の購入、現場研修・シンポジウムの開催、レンタカー利用、気象データ通信、その他プロ

ジェクト活動に使われている。詳細については、付属資料 1．Joint Mid-term Review Report 

Annex-2 (4)を参照。 

 

２－１－２ ボツワナ側投入 

(1) カウンターパートの配置 

MMEWR（9 名）、DAR（19 名）、UB（14 名）から、延べ 42 名がカウンターパート（Cunterpart：

C/P）として配置されている。詳細については、付属資料 1．Joint Mid-term Review Report 

Annex-3 (1)を参照。 
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(2) 施設及び機材の提供 

DAR から、プロジェクト事務所、実験室、実験圃場が提供されている。実験圃場では、

灌水設備、貯水タンク 1 台がボツワナ側により整備された。日本側資金により調達された

フェンス、有刺鉄線、プレハブ、電柵、倉庫は、ボツワナ側により、DAR 圃場に設置され

た。 

UB からも実験室が提供されているが、使用方法等については専門家チームと UB との

協議・合意が必要である。 

 

(3) プロジェクト費 

2014 年 6 月末までに約 411 万円が出費されており、プロジェクト車両ガソリン代、圃場

労働者及びセキュリティーガード人件費、C/P 出張費、長期研修生派遣費、ワークショッ

プ・会合・研修開催費に使われている。詳細については、付属資料 1．Joint Mid-term Review 

Report Annex-3 (2)を参照。 

 

２－２ 活動の達成状況 

本プロジェクトでは、以下の成果（アウトプット）を達成するために、さまざまな活動が実施

された。 

成果 1：ボツワナの気候に適したヤトロファの栽培体系が確立される。 

成果 2：高収量・ストレス耐性ヤトロファ品種を開発するための技術基盤が構築される。 

成果 3：ヤトロファ・オイルの特性が明らかになる。 

成果 4：ヤトロファ非油脂バイオマスを利用するための技術が開発される。 

成果 5：ヤトロファ生産とバイオマス利用のインパクトが環境・社会・経済面から評価される。 

PDM 記載の活動計画、各活動の進捗状況は、下表のとおりである。 
 

２－２－１ 成果 1 を達成するための活動 

PDM 

記載の活動 
活動状況 達成状況 

1-1  気象観測シス

テムとフィールドサ

ーバーを設置する。 

· 2011 年 12 月、セロウェ（Serowe）、マウン（Maun）、カン（Kang）

への現地視察を実施、気象観測ステーション設置場所を決

定。 

· 気象ステーションをセベレ（Sebele）（2013 年 6～7 月）、セロウ

ェ（2013 年 11 月）、マウン（2013 年 12 月）、カン（2014 年 7 月）

の 4 カ所に設置済み。 

· 気象データは毎日更新され、ボツワナ・日本国側双方よりアク

セスが可能なように、ウェブスペースに自動的に送信されてい

る。 

· 収集データの解析は今後も継続される。 

完了 

1-2  ヤトロファの栽

培手法を開発する。 

・ボツワナ固有種（81 系統）がボツワナ国内で収集された。2011

年 12 月、同系統の苗木 771 株を、セベレ、マウン圃場に移植

した（2m×2m の植栽間隔）。 

・2012 年 5～6 月、越冬処置（剪定、カバー、マルチング）を実

施。 

50％程度進捗

 

2017 年 3 月ま

で継続 
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 ・2012 年 6、7、8 月、「ヤトロファ栽培・植物成長調整因子」に係

るセミナーを実施。 

・2012 年 9、10 月、「植栽試験区設計・移植・バイオ炭利用」に

係るセミナーを実施。 

・ガーナ種苗木をセベレ圃場に移植した（2012 年 9 月 285 株、

11 月 1,180 株、2m×2m 及び 2m×1m の植栽間隔）。 

・2013 年 2 月、「光合成データの利用・分析方法」に係るセミナ

ーを実施し、これに基づいた学術論文を専門家と C/P にて発

表した。 

・2013 年 2、5 月、光合成測定を実施。 

・「実験計画法」（2013 年 3 月）、「防寒法」（4 月）、「植物ストレ

ス休眠」（9 月）、「間作と生長解析」（11 月）のセミナーを実施。 

・栽培手法（灌水、栄養、バイオ炭適用、剪定、防風等）を実

施、越冬手法を適用。 

・2013 年 11 月の降雹により、栽培中のヤトロファが著しい被害

を受けた（葉、花、果実の落下、幹の損傷）。施肥により、樹体

は回復し開花が確認。 

・2014 年 6、7 月の寒波により、地上部分が枯死した。越冬処置

（カバー、灌水）を行った。 

・2014 年 8 月、枯死部分を剪定。 

・損傷を回復させるための栽培手法、気象・環境に係る情報の

測定・記録ノウハウは蓄積されてきている。 

・栽培マニュアル作成につき、専門家と C/P にて 2 回会合を開

催、具体的な内容及び分量につき協議。専門家が栽培指針

を作成。 

・同栽培指針に基づき、専門家の指導の下、C/P にてマニュア

ル作成を継続する予定。 

 

1-3  ヤトロファ栽培

のための灌漑システ

ムを開発する。 

・セベレ A 圃場に、2012 年 6 月貯水タンク 1 台、2012 年 12 月

2 台を設置。 

・2012 年 8～11 月、セベレ B 圃場に灌水設備を設置。 

・当初設置の灌水設備に対し、継続的なメンテナンス・修理・交

換を実施。 

・新たな井戸を掘削済み。ポンプ及び管の設置を進めている。 

・自動灌水バルブは設置済み、2015 年をめどに自動施肥装置

を設置予定。 

70％程度進捗

 

2016 年 3 月ま

で継続 

1-4  土 壌 と水 の分

析を行う。 

・ハボロネ（セベレ）、マウンにつき、圃場土壌試料を 2011 年 12

月より開始、C/P とともに土壌試料の採取を実施（2012 年 5、8

月、2013 年 5、9 月、2014 年 3 月）。 

・DGGE ユニットを供与、DAR 実験室に設置（2012 年 4～8

月）。 

・DGGE 手法に係るセミナーを実施（2012 年 6 月 1 日）。 

・土壌試料につき、DGGE、ICP、NMR 等の各種分析機器を用

いた微生物叢解析及び化学プロファイリングを理研にて実

施。エッジ効果、ヤトロファ系統の違いによる影響がみられた。 

・ヤトロファ生長度と土壌微生物叢との関係性の解析を進める 

50％程度進捗

 

2015 年 3 月ま

で継続 
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 予定。 

・灌漑用水（井戸水）の物理・化学的特性を分析済み。必要に

応じて、追加分析を実施予定。 

 

 

２－２－２ 成果 2 を達成するための活動 

PDM 

記載の活動 
活動状況 達成状況 

2-1 ボツワナに自生

するヤトロファ系統を

特徴づけ、その生理

的特性を評価する。 

・ボツワナ固有種（81 系統）の苗木を圃場に移植し、形態的・生

理的特性が評価された。 

・高収量特性の 5 系統を確認した（2012 年 12 月）。 

・特性評価は今後も継続。 

50％程度進捗

 

2017 年 3 月ま

で継続 

2-2 ボツワナに自生

するヤトロファ系統

の 害 虫 、 病 気 の 発

生を調査する。 

・ボツワナ側 C/P により実施。 

・病虫害は散見されたが、大きな影響はなかった。 

50％程度進捗

 

2017 年 3 月ま

で継続 

2-3 ボツワナに自生

するヤトロファ系統を

識 別 する分 子 マー

カーを特定する。 

・DNA 抽出手法を開発し、ボツワナ固有種に適用した。 

・DNA 抽出手法及び RAPD 手法につき、C/P への技術指導を

実施。 

・分子マーカーに係るセミナーを実施（2012 年 6 月）。 

・分子マーカー（RAPD、SNP 解析）の探索を継続中。 

50％程度進捗

 

2017 年 3 月ま

で継続 

2-4  遺伝子型と表

現型の関係をオミク

ス 解 析 に よ り 調 べ

る。 

・乾燥ストレス下におけるヤトロファ葉のプロテオーム分析を実

施、ストレス応答性のタンパク質を検出した。 

・オミクス解析に係るセミナーを実施（2013 年 5 月）。 

・ヤトロファ・バイオマスの化学プロファイリングを実施。 

・次世代シークエンシング、ICP、NMR 手法を用いて、鳥取大

学と理研が、花・果実のオミクス解析を実施。 

・本邦研修（2014 年 7 月）にて、ヤトロファ葉のプロテオーム分

析・トランスクリプトーム分析に係る研修を C/P に対して実施。 

・ヤトロファオミクス解析に係るデータベースを構築中。 

30％程度進捗

 

2017 年 3 月ま

で継続 

2-5  遺伝子組み換

えヤトロファを開発

する。 

・アグロバクテリアによる形質転換技法を用いて、ヤトロファにス

トレス耐性遺伝子の導入を行った（根伸長遺伝子 CLZFB1、

低温耐性遺伝子 TPS、乾燥耐性遺伝子 DHN）。 

・CLZFB1 は 3 系統、TPS は 4 系統の形質転換候補株を得て

いる。現在増殖を進めている。 

・遺伝子組み換え植物（GMO）に係る規制枠組の現況を考慮

しつつ、ボツワナ国内での遺伝子組み換えヤトロファの隔離栽

培を実施する予定。 

・遺伝子組み換えヤトロファ技術に係るセミナーを実施（2013 年

5 月）。 

50％程度進捗

 

2017 年 3 月ま

で継続 
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２－２－３ 成果 3 を達成するための活動 

PDM 

記載の活動 
活動状況 達成状況 

3-1  ヤトロファ種子

の オ イ ル 含 量 、 成

分 、 熱 量 を 分 析 す

る。 

・本活動は、ヤトロファ種子の収穫後の 2015 年より開始される

予定である。 

・本活動は、UB 主導にて実施される予定である。 

2015 年より 

活動開始予定

3-2  ヤ ト ロ フ ァ 種

子、クルードオイル

の オ イ ル 含 量 、 成

分 、 熱 量 を 分 析 す

る。 

・同上 2015 年より 

活動開始予定

3-3 ヤトロファ・クル

ードオイルとバイオ

ディーゼルのエンジ

ン性能試験を行う。 

・同上 2015 年より 

活動開始予定

3-4 ヤトロファ・バイ

オディーゼルの収率

を評価する。 

・同上 2015 年より 

活動開始予定

3-5 ヤトロファ・クル

ードオイルとバイオ

ディーゼルの品質を

評価する。 

・同上 2015 年より 

活動開始予定

3-6  ヤトロファ種子

とクルードオイルの

貯留特性を調べる。 

・同上 2015 年より 

活動開始予定

 

２－２－４ 成果 4 を達成するための活動 

PDM 

記載の活動 
活動状況 達成状況 

4-1 非油脂ヤトロフ

ァ・バイオマスの熱

量、化学組成、毒性

物質を分析する。 

・本邦研修（2013 年 7 月）にて、ヤトロファ・バイオ炭の生産・分

析を実施。 

・炭化とバイオ炭生産に係るセミナーを実施（2014 年 5 月）。 

・ヤトロファ炭の効果に係る試行実験を琉球大学にて実施。 

・DAR に試作型炭化釜を設置し、剪定されたヤトロファの枝、そ

の他の植物残渣から、バイオ炭を生産した。 

・ヤトロファ炭の土壌への適用実験を DAR にて実施中。データ

収集・取りまとめは今後も継続。 

・半炭のヤトロファ・バイオマスの解析を実施。 

・2014 年度中に小型炭化装置が供与予定。温度別のヤトロフ

ァ炭の製造・分析を実施予定。 

ある程度進捗 

 

2017 年 3 月ま

で継続 

4-2  ヤトロファ炭を

生産する。 

4-3  ヤトロファ炭を

土壌に適用する。 

4-4  ヤトロファ炭の

土壌への効果を調

べる。 

4-5 非油脂ヤトロフ

ァ・バイオマスのエネ 

・対象となる非油脂ヤトロファ・バイオマスは果実殻、枝、油粕と

なるため、本活動は、ヤトロファ種子が収穫される 2015 年より 

2016 年より活

動開始予定 
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ルギー利用とその他

の利用方法を評価

する。 

開始される予定である。  

 

２－２－５ 成果 5 を達成するための活動 

PDM 

記載の活動 
活動状況 達成状況 

5-1  ヤトロファ生産

とバイオマス利用の

環境へのインパクト

を評価する。 

・活動は開始されていない。 2015 年より活

動開始予定 

5-2  ヤトロファ生産

とバイオマス利用の

社会へのインパクト

を評価する。 

5-3 ヤトロファ・バイ

オディーゼル生産の

経済評価を行う。 

5-4  研究成果を国

際 的 に共 有 するた

めのワークショップ

やシンポジウムを開

催する。 

・2013 年 5 月 23 日 公開研究成果発表セミナー開催：ボツワ

ナ側 C/P 28 名、専門家 10 名出席、最新研究情報の報告及

び意見交換を実施。 

・2013 年 8 月 8 日 第 1 回ヤトロファ・シンポジウム開催（参加

者 62 名）：ボツワナにおけるヤトロファ生産、モザンビークにお

けるヤトロファ・プロジェクト、ヤトロファ分子ゲノム育種の可能

性につき発表。 

・2014 年 1 月 9 日 モザンビークの事例に係るセミナーを実施。 

・2014 年 12 月以降に、第 2 回ヤトロファ・シンポジウムを開催す

る予定。 

30％程度進捗

 

2016 年 3 月ま

で継続 

 

２－３ 成果の達成状況 

PDM（2014 年 5 月改訂、第 2 版）に示された指標に基づいた、成果の達成状況は下表のとおり

である。 

PDM 

記載の成果 
指標 達成状況 

成果 1：ボツワナの気

候に適したヤトロファ

の栽培体系が確立さ

れる。 

1-1 実験圃場でのヤトロファ種子の収穫

が降霜シーズン前に完了する。 

・2013 年 11 月の降雹、2014 年 6、7

月の寒波により、ヤトロファは著しい

被害を受け、セベレ実験圃場では、

これまでには種子収穫は実現してい

ない。 

・想定外の降雹等がなければ、2014

年 12 月に開花、2015 年 3～5 月に

収穫が見込める。 

1-2 少なくとも 4 つの異なるサイトについ ・栽培マニュアル作成に向け、専門家
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 て、水管理と剪定を含む栽培体系が文

書化される。 

が指針を作成。 

1-3 実験圃場でのヤトロファ種子生産が

ha 当たり 2.5t を上回る。 

・熱帯地域におけるヤトロファ収量の

実績に基づき本指標が設定されて

おり、再考・修正の必要がある。 

成果 2：高収量・ストレ

ス耐性ヤトロファ品種

を開発するための技

術基盤が構築される。 

2-1 ボツワナで入手可能なすべてのヤト

ロファ系統について、収量とストレス耐性

が評価される。 

・ボツワナで入手可能なヤトロファ系

統はすべて収集されており、その特

性が評価された（優良系統が選抜さ

れた）。 

2-2 ボツワナで入手可能なすべてのヤト

ロファ系統について、分子マーカーを特

定するためのデータベースが開発され

る。 

・RAPD マーカー分析を実施中であ

る。 

2-3 少なくとも 3 つの高収量・ストレス耐

性と結びついた遺伝子組み換えヤトロフ

ァが開発される。 

・ストレス耐性（根伸長、低温耐性、乾

燥耐性）及び高収量の遺伝子の導

入が行われた。 

2-4 遺伝子組み換えヤトロファのストレス

耐性が評価される。 

・遺伝子組み換えヤトロファの形質転

換候補株が得られている。 

成果 3：ヤトロファ・オ

イルの特性が明らか

になる。 

 

3-1 ボツワナで入手可能なすべてのヤト

ロファ系統について、オイル含量、成

分、熱量に関するデータベースが開発さ

れる。 

・成果 3 に係る活動は未実施。 

3-2 ヤトロファ種子、クルードオイル、バ

イオディーゼルの毒性物質が分析され

る。 

3-3 ヤトロファ・クルードオイルとバイオデ

ィーゼルの燃焼特性が明らかになる。 

3-4 ヤトロファ・バイオディーゼルの収率

が算定される。 

成果 4：ヤトロファ非油

脂 バイオマスを利 用

するための技術が開

発される。 

4-1 種子以外のバイオマスの重量と成

分、副産物生産特性が分析される。 

・種子以外のバイオマスの量が計測さ

れた。 

・バイオ炭が生産され、その特性が分

析された。 

4-2 炭適用区の水分保持能力が不適

用区を 1.0％上回る。 

・ヤトロファ炭の土壌適用実験が実施

中である。 

4-3 炭適用区の水利用効率が不適用

区を 0.5％上回る。 

4-4 少なくとも 4 つの非油脂ヤトロファ・

バイオマス利用技術（例：土壌改良材、

燃料）が評価される。 

・本指標に関連する活動は未実施。 

成果 5：ヤトロファ生産

とバイオマス利用のイ

ンパクトが環境・社会・ 

5-1 温室効果ガスをバイオディーゼル、

副産物、土壌改良に配分するための方

法論が決定される。 

・成果 5 に係る活動は未実施。 
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経済面から評価され

る。 

5-2 ヤトロファ・バイオディーゼルの予備

的ライフ・サイクル・アセスメントが実施さ

れる。 

 

5-3 ヤトロファの商業利用を想定した場

合の土地利用、産業、雇用などへの影

響が判定される。 

5-4 種子収量、バイオディーゼル製造

効率、栽培可能面積の評価に基づく石

油エネルギー代替可能性が推定され

る。 

 

２－４ プロジェクト目標の達成状況 

PDM に示された指標に基づいた、プロジェクト目標の達成状況・見込みは下表のとおりである。 

PDM 記載 指標 達成状況 

プロジェクト目標： 

ボツワナにおけるヤト

ロファ・バイオディーゼ

ルの商業生産に向け

た技術的知見と経験

が蓄積される。 

1. 少なくとも 5 本の学術論文が発行さ

れる。 

・専門家と C/P との共著による学術論

文 2 本が既に発表されている。 

・共同研究活動の成果として、グルー

プごとに学術論文を作成する予定で

あることから、今後、少なくとも 3 本の

学術論文が作成されることは見込め

る。 

2. 少なくとも 6 名の研究者がヤトロファ

に関連した修士・博士号を取得する。 

・MMEWR の C/P 1 名が、2014 年 4

月から UB の修士課程を開始してい

る。MMEWR 職員 1 名が UB の修士

課程登録手続き中である。 

・DAR の C/P 1 名が、2014 年 8 月から

ボ ツ ワ ナ 農 業 大 学 （ Botswana 

College of Agriculture：BCA）の修士

課程を開始している。 

・本指標達成に向けては、ボツワナ側

の更なる努力が必要である。 

3. ヤトロファ・バイオマスを利用するため

の技術パッケージがボツワナ政府に採

用される。 

・ヤトロファ栽培手法、遺伝子組み換

えヤトロファの開発、非油脂ヤトロフ

ァ・バイオマスの利用等、技術的知

見と経験はプロジェクト活動を通じて

着実に蓄積されており、技術研究の

ための基盤は整いつつある。 

・「技術パッケージ」という用語は、既に

開発・確立している必要技術をすべ

て網羅しているようにみえる。また、

「技術パッケージ」をボツワナ政府が

採用するか否かは、ヤトロファ栽培・

利用工程の評価結果に左右される。

よって、本指標は変更した方がよい。
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２－５ 実施プロセス 

２－５－１ プロジェクト実施状況 

当初計画からの遅延はあったが、これまでに、成果 1、2 及び 4 に係る活動が実施されてい

る。以下の要因がプロジェクト活動の順調な進捗に影響を与えた。 

・プロジェクト開始以前に想定していた以上に、セベレ実験圃場の気象条件が厳しいことが判

明した。 

・2013 年 11 月に想定外の降雹があり、栽培中のヤトロファが著しい被害を受けた（葉、花、

果実の落下、幹の損傷）。気象観測機器及びソーラーパネルも損傷した。 

・2014 年 6 月及び 7 月にも想定外の寒波があり、ヤトロファは地上部分がすべて枯死し、収穫

は不可となった。ヤトロファ種子の収穫ができなかったことから、成果 3 に係る活動は着手

できていない。 

・ヤトロファ試験栽培に不可欠である水と電気が実験圃場では整備されていなかった。汲み上

げポンプは 1 機しか稼働しておらず、同ポンプの故障、配管破損事故も高い頻度で生じた。

既存園芸作物（キャベツ、トマト）への配水も同じ水源を利用するため、ヤトロファ向けに

は十分な灌漑水が確保できず、予定していた灌水が行えていない。DAR 内での灌漑水の管理

が明確ではなく、ヤトロファ栽培用灌漑水確保のための調整に日本側専門家は時間と労力を

費やしている。 

・ボツワナでの農業は、放牧と天水依存作物栽培を主とし、労働集約的な灌漑作物栽培は比較

的新しい分野であることが、改めて認識された。 

・DAR では、天水依存の単年作物（ソルガム、メイズ）栽培の経験はあるが、ヤトロファに類

似する果樹等の多年作物の栽培経験はほとんどなく、果樹栽培が専門の研究員もいない。よ

って、本プロジェクトにおいても、圃場・栽培管理を担当する C/P 研究者が配置されておら

ず、技術移転の受け皿がないまま、日本側専門家主体で圃場・栽培管理に係る活動が行われ

ている。2013 年 12 月に圃場技術スタッフがようやく配属され、専門家が直接指導をしてい

るが、技術・能力レベルに大きな乖離があり、技術移転が進んでいるとはいい難い。除草等

の圃場作業に従事する労働力の提供も遅れた。 

・本プロジェクト特定の予算項目（Vote）は立てられておらず、プロジェクト活動に係るボツ

ワナ側負担の費用は MMEWR 及び DAR の経常予算から賄われている。必要予算がタイムリ

ーに確保できず、上記圃場労働者の提供、長期研修としての修士・博士課程への学生の派遣

に遅延が生じている。 

 

２－５－２ プロジェクト実施及びモニタリング体制 

プロジェクトの実施体制は、成果 1、2、4 に係る活動は主に DAR が、成果 3、5 に係る活動

は主に UB が実施し、MMEWR 下の DOE がプロジェクト全体の調整・管理を行うことになっ

ている。一方、日本側は、専門家派遣、本邦研修等を通じて、ボツワナ側に必要な技術指導、

支援を行う。 

PDM、PO に基づき、更に詳細な活動、実施方法、主担当者を記載した Action Plan を、ボツ

ワナ側 C/P 及び日本側専門家で作成し、共有している。しかし、すべての C/P が Action Plan を

十分に理解していない模様であった。C/P へのインタビューでは、プロジェクト内容及び自ら

の任務を理解し、専門家と共同で活動を進めているという意見が聞かれる一方、プロジェクト
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における自らの任務が明確でなく、各活動は専門家と C/P から成る担当グループで実施される

べきはずが、グループの枠組みも不明瞭であり、グループワークは機能していないという意見

も聞かれた。 

成果 3、5 に係る活動は、UB を主体として、2015 年から着手される予定である。C/P である

UB 教授とのインタビューでは、長期研修としての学生の派遣が遅延し、成果 3 の実験活動に

従事する大学院生・研究助手の確保が困難である現況が聞かれた。成果 5 の活動については、

本プロジェクト開始前に MMEWR にプロポーザルを提出し、JCC で発表もしているが、具体的

実施方法・スケジュールについては専門家チームとの協議は行っていないとのことであった。 

ボツワナ側の体制については、DAR、UB ともに、調整の役割を担っていた C/P が 2014 年退

職したこともあり、C/P 側より、DAR 及び UB の内部調整の課題が指摘された。各機関とも、

C/P の配置についての正式な文書は出されていない。また、本プロジェクト実施に関し、C/P 3

機関の役割分担等に係る合意書はなく、3 機関の調整不足も指摘された。 

以上、プロジェクト実施体制は十分に機能しているとはいい難く、C/P のプロジェクト活動

への参加状況も良いとはいえない。 

活動進捗については、専門家チームが月報を準備、C/P と共有していたが、2013 年 10 月以

降は DOE 側からの方法見直しの提案を理由に中断されている。専門家チームは C/P との間で

定例会合を月 2 回程度開催してきたが、C/P の出席状況は悪く、ここ数カ月は開催されていな

い。プロジェクト全体の調整のため、専門家チーム及び DOE 双方のコーディネーターの協議

は月 2 回程度の頻度で継続している。ボツワナ側では、3 機関のコーディネーターレベルでの

月例会合を DOE が設定していたが、出席状況が悪く、ほとんど開催されなくなっている。 

一方、JCC 会合については、これまで 3 回開催され（2012 年 8 月、2013 年 5 月、2014 年 5

月）、プロジェクト活動全般の進捗が報告されるとともに、活動実施における課題につき協議

を行っている。本プロジェクトのモニタリング体制はある程度機能しているといえる。 

 

２－５－３ コミュニケーション及び情報共有 

専門家チームは、既述の月報作成、定例会合開催、インターネット上の共有フォルダの活用

等を通じて、C/P 側とのコミュニケーション及び情報共有をはかっているが、会合への出席率

は低く、同共有フォルダへのアクセスもほとんどなく、あまり機能していない。 

C/P へのインタビューでは、専門家チームとのコミュニケーション・情報共有は会合を通じ

て改善されており適切であるとの意見も多く聞かれた。他方、活動グループごとに専門家・C/P

双方が十分な協議を行っていない、C/P 側の理解・合意がなく専門家チームのみで活動事項が

決定・実施されている、決定事項の情報が一方的に提供されるだけの形になっている、活動結

果のフィードバックがされないなどの問題が C/P 側より指摘された。 

 

２－５－４ ボツワナ側のオーナーシップ 

ボツワナ側 C/P は、専門分野、経歴を考慮して、配置されている。C/P とのインタビューで

も、プロジェクト活動内容は自らの興味及び専門分野と一致していると、多くの C/P が答えて

いる。しかしながら、プロジェクト活動内容及び自らの任務の位置づけに対する理解にはばら

つきがみられた。また、他業務との関係から、本プロジェクトへの参加は十分ではないと回答

した C/P もいるように、C/P のプロジェクト参加状況は良いとはいえない。ボツワナ側が主導
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する形でプロジェクト活動が実施されているとはいい難い状況である。 

 

２－５－５ 技術移転 

セミナー、ワークショップ、本邦研修、その他プロジェクト活動に係る技術指導を通じて、

日本側専門家からボツワナ側 C/P への知識・技術の移転はある程度なされている。インタビュ

ーした C/P の多くが、プロジェクト活動を通じて、自らの知識・技術は向上したと回答してい

る。 

他方、前述のとおり、圃場・栽培管理については、知識と技術の移転先となるべき適切な C/P

研究者が配置されていない。 

技術移転の方法には改善が必要であり、C/P 側からは、本邦研修で得た知識・技術をボツワ

ナ側で適用できる環境（必要実験機材、実験時間の確保等）を整備し、他の研究員にも共有し

ていくことが必要であるとのコメントがあった。一方、日本側専門家からは、研究課題ごとに

グループを設置し、研究活動成果を共同論文として作成することにより、技術移転も促進され

るのではないかとのアイディアが提示された。 
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第３章 評価 5 項目による評価 
 

３－１ 妥当性 

本プロジェクトは、ボツワナ側の開発政策、日本の ODA 政策、C/P 機関のニーズに整合してい

る。ただし、ボツワナ側のプロジェクト活動費の確保につき懸念があり、妥当性は「中程度に高

い」との判断になる。 

 

(1) ボツワナ側開発政策との整合性 

第 10 次国家開発計画（NDP10）は、知識社会の構築、鉱業依存の脱却・産業の多角化促進、

公共サービスの向上、民間セクターの成長促進、情報通信・研究、人的資源開発、公共安全・

治安対策、インフラ整備及び保全、サービス産業への投資を重点分野としている。同計画に

おいて、再生エネルギーの開発・利用に積極的に取り組む方針が明確にされている。 

国家エネルギー政策は現在起案中であるが、2030 年までに全エネルギー消費のうち 30％を

再生エネルギー起源とする目標を盛り込むことが検討され、ヤトロファによるバイオディー

ゼルの生産が有望視されている。 

 

(2) 日本側の ODA 政策との整合性 

NDP10 を踏まえ、1）多角化に向けたインフラ整備及び人的資源の開発、2）貧困地域の開

発促進が、日本の対ボツワナ援助重点分野とされている（2011 年 6 月）。本プロジェクトは、

1）の重点分野において、資源・エネルギー供給体制整備のためのプロジェクトとして位置づ

けられている。 

 

(3) C/P 機関とのニーズとの整合性 

DAR のミッションは、農業資源の効率的利用、改良遺伝資源の利用、適切な農業管理の実

践を通じての生産性最適化をめざし、革新的かつ適正な技術を開発することである。DAR は、

本プロジェクト開始以前に、ヤトロファ植物資源収集と栽培試験に取り組んだが、栽培は成

功していない。本プロジェクトは、こうした DAR のミッションに対応するものである。 

UB の研究活動拡充戦略（2008 年）では、エネルギー分野が優先研究テーマの 1 つとなっ

ている。また、ヤトロファではないが、バイオ燃料の製造・分析の研究実績があり、ディー

ゼル燃料の燃焼特性を評価する装置を既に所有している。よって、UB が C/P 機関であるこ

とは妥当であり、プロジェクト活動はそのニーズに対応するものである。 

 

３－２ 有効性 

有効性は「中程度」と判断される。 

本プロジェクトは、乾燥冷害気候に適合したヤトロファ栽培体系の確立（成果 1）、高収量・ス

トレス耐性ヤトロファ品種のゲノム育種（成果 2）、ヤトロファ・オイル特性の解析（成果 3）、非

油脂バイオマス利用技術の開発（成果 4）を達成することにより、ヤトロファ・バイオディーゼ

ル生産に向け、技術的知見と経験が蓄積されることをめざしている。また、ヤトロファ生産及び

利用の工程を対象とした評価を行うことで（成果 5）、商業生産への見通しが判断される。 

成果 1 については、ヤトロファ種子収穫はいまだ実現していないが、栽培体系に係る技術的知
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見は着実に蓄積されている。成果 2 については、遺伝子組み換えヤトロファが開発されており、

今後隔離栽培によるストレス耐性の評価を行う予定であり、成果 4 についても、ヤトロファ炭の

土壌への適用試験が実施されるなど、技術的知見が蓄積されている。成果 3 に係る活動は、ヤト

ロファ種子を試験圃場で収穫し、実験活動に従事する大学院生・研究助手の確保をしたうえで、

UB を中心として開始される。プロジェクト目標の達成のレベルは、各成果に向けての今後の活

動進捗状況に左右されるが、プロジェクト終了時までに、ヤトロファ・バイオディーゼル生産に

向けた技術的知見と経験がある程度蓄積されることは大いに見込める。 

一方、現行のプロジェクト目標の達成指標で判断すると、これまでに 2 本の学術論文が発表さ

れ、グループごとに研究活動成果を共同論文としてまとめる計画もあることから、同指標につい

ては達成される可能性が高い。修士もしくは博士号取得者の数については、2014 年に 2 名が修士

課程を開始しばかりである。プロジェクト終了までに 6 名が修士もしくは博士号を取得は厳しい

状況であり、早急の対応が必要となる。3 番目の指標である「技術パッケージ」が完成したレベ

ルでの必要技術をすべて網羅したものを意味するならば、プロジェクト終了までに、同パッケー

ジを整備することは難しいと考えられる。すべてのプロジェクト成果をカバーする形でなくても、

複数の成果、成果に至る活動のプロセス等に基づき、技術体系もしくは技術基盤が形成され、提

示されることは大いに見込める。また、ボツワナ政府が同技術パッケージもしくは技術体系を採

用するか否かは、本プロジェクトの成果 5 でも扱うヤトロファ生産・利用の工程に係る評価結果

及びその他の要因に左右されるため、現時点でこれを判断するのは難しい。 

 

３－３ 効率性 

下記の状況より、効率性は「中程度」と判断される。 

 

３－３－１ 日本側からの投入の効率性 

(1) 専門家の派遣 

質（専門分野）、量、タイミング的におおむね適切に行われている。短期専門家派遣時

に開催されたセミナーは有意義であったとのコメント、成果 4 に係る活動を指導する専門

家は長期で派遣してほしいとのリクエストが C/P より聞かれた。 

 

(2) 本邦研修 

本邦研修に参加した C/P からのヒアリングによれば、大多数が、研修員の選択、タイミ

ング・期間、研修内容は適切であったとコメントしている。これらの C/P は、本邦研修に

より自らの知識・技術が向上し、得られた知識・技術は本プロジェクトの研究活動だけで

なく、他の研究活動にも活用できると回答している。ただし、本邦研修で得た知識・技術

をボツワナ側で実践する研修・実験機会が限られているとのコメントがあった。 

 

(3) 機材供与 

供与機材は、本邦、ボツワナ国内、南アフリカで調達されている。当初は、ボツワナ国

内の業者を通して南アフリカの供給業者に発注していたが、納入までに時間を要し、実験

活動に支障をきたすこともあった。よって、南アフリカの供給業者との直接取引に移行し

ている。供与された機材は、使用記録をつけるなど、専門家チームとボツワナ側 C/P で協
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力の下、管理がなされており、プロジェクト活動に活用されている。 

 

３－３－２ ボツワナ側からの投入の効率性 

(1) カウンターパートの配置 

ボツワナ側 C/P は、専門分野、経歴を考慮し、配置されている。ただし、圃場・栽培管

理を担当する C/P 研究者は配置されていない。他業務との兼ね合い、プロジェクトにおけ

る自らの任務が不明瞭であることなどにより、C/P のプロジェクトへの参加状況は良いと

はいい難い。 

 

(2) 施設 

ボツワナ側から実験圃場が提供されたが、既述のとおり、必要な電気は整備されておら

ず、また十分な灌漑水が確保できない状態であった。 

 

(3) プロジェクト運営費用 

本プロジェクト特定の予算項目は設定されておらず、プロジェクト活動に係るボツワナ

側負担費用は原則 MMEWR の予算で賄うことになっていた。ただし、予算配分を含めた本

プロジェクトに係る責任分担につき、3 機関の間の合意文書はこれまでにない。MMEWR

内でプロジェクト活動に必要な予算がタイムリーに確保できず、圃場労働者の提供、長期

研修としての修士・博士課程への学生の派遣に遅延が生じている。結果として、DAR から

の研修員は DAR の予算にて賄われている。C/P の給与、日常の交通手段は各機関が手当て

することになっている。しかし、プロジェクト活動への限定的な参加の理由として、交通

手段の不足を挙げる C/P もいた。 

 

３－３－３ 活動の効率性 

活動の効率性に影響を与えた・与えるであろう要因は以下のとおりである。 

・既述のとおり、実験圃場で必要な電気と水が整備されていなかったこと、圃場技術スタッ

フの配置及び労働者の提供が遅延したこと、圃場・栽培管理を担当する C/P が配置されて

いないことは、ヤトロファ試験栽培の効率的実施を損なった。 

・調整の役割を担っていた主要 C/P が本年退職し、C/P 機関内での調整が機能していない。 

・UB が実施予定の成果 3 に係る活動は、長期研修員として受け入れた学生がその実験活動

を担うことが想定されていた。長期研修としての学生の派遣が遅延しており、実験活動に

従事する大学院生・研究助手の確保が困難となっている1。 

・遺伝子組み換え植物を含むバイオセーフティの法的枠組みは、早ければ年内にボツワナ国

議会で承認される見込みである。承認されない場合も、実験室ベースでの遺伝子組み換え

ヤトロファ試験栽培は可能である。 

・ボツワナではバイオ燃料を含む再生エネルギーに関する基準がない。MMEWR は、再生エ

ネルギー開発戦略（Renewable Energy Development Strategy）の策定に着手している。同基

準につき方向性がみえてくれば、プロジェクト目標の達成、プロジェクト後の道筋につい

                                                        
1 本中間レビューの後半に、MMEWR 職員の 1 名が UB の修士課程への登録手続きを開始した。登録が順調に進捗し、科目履

修コースを終了すれば、同職員が本プロジェクトに係る実験活動に従事できる可能性は十分にある。 
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ても、専門家と C/P の間で具体的な協議が可能となる。 

 

３－４ インパクト 

本プロジェクトは、以下の影響をもたらしている。 

・圃場でのヤトロファ栽培が成功したことがない環境で、適正な手法により労力をかければヤ

トロファは育つという実例をみせている。 

・プロジェクト活動を通じて、ヤトロファ以外にも、複数のバイオ燃料の原料を考慮する必要

性が C/P 側で認識されている。 

・RAPD 解析をヤトロファ以外の育種研究や野生生物資源の評価研究に活用する動きが DAR

内でみられる。 

・本プロジェクトが気象観測システムを設置しているセロウェイ圃場では、NGO のボイテコ・

トラストがヤトロファの栽培試験を行っている。プロジェクトで得られた技術・知識は積極

的に同 NGO に共有するなど、連携が進んでいる。 

・本プロジェクトは外部からの注目を集めており、2014 年 8 月に開催された「ボツワナ再生エ

ネルギー会議」など、さまざまな機会において言及されている。 

 

３－５ 持続性 

３－５－１ 政策支援 

既述のとおり、NDP10 及び MMEWR が策定中の国家エネルギー政策では、バイオエネルギ

ーを含む再生可能エネルギーの開発・利用を促進する方針が明確に打ち出されている。また、

MMEWR により再生可能エネルギー開発戦略の策定が着手されるとともに、「ボツワナ再生可

能エネルギー会議」が 2014 年 8 月に開催されるなど、この分野への関心はますます高まって

いる。よって、これらの政策・関心は、少なくとも中期的には維持されると考えられる。 

 

３－５－２ 財政面 

MMEWR は、本プロジェクトは最優先プロジェクトの 1 つであると明言しているが、MMEWR

内でプロジェクト活動に必要な予算が十分かつタイムリーに確保できてはおらず、活動に支障

をきたしている。プロジェクト後半に向け、必要予算をタイムリーに確保する方策をまずとら

ねばならない。プロジェクト終了後に、プロジェクト関連の研究活動を継続するための予算を

ボツワナ側が確保できるか否かは、後半の成果達成状況にも左右されるため、現時点では判断

できない。 

 

３－５－３ 組織・技術面 

これまでのプロジェクト活動を通じて、C/P の知識・技術はある程度向上している。日本側

専門家は、研究課題ごとにグループを設置し、グループごとに共同論文の作成を進めることに

より、C/P の研究者としての経験とモチベーションを向上させることをめざす意向を示してお

り、プロジェクト終了までには、C/P 側の能力、オーナーシップの更なる向上が見込める。 

DAR 幹部 C/P によれば、DAR は他機関と統合、再編成される予定であるが、ヤトロファに

係る研究が優先分野であることには変わりはなく、新組織でも要員・予算ともにある程度の手

当ては見込めるとのことである。 



－23－ 

UB における本プロジェクト実施体制は、関連分野の教授の指導の下、大学院生・研究員が

実験活動に参加し、研究活動を進めるというものである。大学院生・研究員の変更はあるもの

の、関連分野の教授が UB にいる限り、本プロジェクト関連研究が継続する見込みは高い。 

 

３－６ 結論 

・本プロジェクトは、ボツワナ側の開発政策、日本の ODA 政策、C/P 機関のニーズと整合して

おり、おおむね妥当である。 

・本プロジェクトは、遅延があったものの、その活動を通じて、ヤトロファ・バイオディーゼ

ル生産に向けた技術的知見と経験が着実に蓄積されてきている。この技術的知見と経験を更

に蓄積できるか否かは、今後の活動進捗及び成果達成に左右されるため、現時点でプロジェ

クト目標の達成見込みを判断するのは難しい。 

・プロジェクト終了後の持続性については、特に関連研究活動継続のための資金確保につき懸

念が残る。 
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第４章 提言 
 

評価団は、中間レビュー結果に基づき、本プロジェクトの後半期間の実施を改善するために、

以下の事項を提言した。 

 

(1) プロジェクト活動予算の手当て 

本プロジェクトのために特定の予算項目（Vote）は設定されておらず、プロジェクト進捗

に支障をきたしている。プロジェクト全体の調整・管理を担う MMEWR は、次年度開発予算

の下に、本プロジェクトの予算項目を設置すべく、以下の点に留意し、必要な手続きを開始

すべきである。 

・次年度予算申請スケジュールに沿って、2014 年 10 月末までに必要な手続きを行う。 

・プロジェクト予算項目には、長期研修員 4 名分の費用、交通費等の経常経費、圃場労働者

等の労務費を含める。予算内訳・規模は、DAR・UB・日本側専門家と協議し、決定する。 

・予算執行手続きを明確にし、MMEWR・DAR・UB の 3 者間で合意する。 

 

(2) PDM の改訂 

調査団は、レビュー調査結果に基づき、現行 PDM（2014 年 5 月 20 日、第 2 版）を以下の

とおり改訂することを提案した。 

 

現行 PDM 改訂提案 改訂理由 

プロジェクト目標指標 3 

Technology package to 

utilize Jatropha biomass is 

adopted by Botswana 

Government. 

 

ヤトロファ・バイオマス

を利用するための技術パ

ッケージがボツワナ政府

に採用される。 

プロジェクト目標指標 3 

Technology protocols based 

on Outputs of the Project 

are presented to Botswana 

Government. 

 

<仮訳> 

プロジェクト成果に基づ

く技術体系がボツワナ政

府に提案される。 

 現行の「技術パッケージ」が、既に

開発・確立している必要技術をすべて

網羅することを意味するならば、プロ

ジェクト完了までに、同パッケージを

準備することは難しい。また、同パッ

ケージをボツワナ政府が採用するか否

かは、ヤトロファ栽培・利用工程に係

る総合的な評価結果による。 

 ヤトロファ栽培手法、遺伝子組み換

えヤトロファの開発、非油脂ヤトロフ

ァ・バイオマスの利用等、技術的知見

と経験はプロジェクト活動を通じて着

実に蓄積されており、技術研究のため

の基盤は整いつつある。 

成果指標 1-2 

Farming protocol including 

water management and 

pruning is documented for 

at least four different sites. 

 

成果指標 1-2 

Farming protocol including 

water management and 

pruning is documented 

based on databases of four 

different sites. 

 本指標が本来意図していたのは、気

象観測装置を設置した 4 つのサイトに

つき別々の栽培体系文書を作成するの

ではなく、文書化の参照にするのは、4

つのサイトのデータということであっ

た。4 サイトのデータベースをまず構築
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少なくとも 4 つの異なる

サイトについて、水管理

と剪定を含む栽培体系が

文書化される。 

 

<仮訳> 

4 つの異なるサイトのデ

ータベースをもとに、水

管理と剪定を含む栽培体

系が文書化される。 

し、それに基づいた栽培体系文書化が

計画されていることから、現行の表現

の変更を提案した。 

成果指標 1-3 

Jatropha seeds production 

in experiment farm exceeds 

2.5ton/ha. 

 

 

 

実験圃場でのヤトロファ

種子生産が ha 当たり 2.5t

を上回る。 

 

成果指標 1-3 

Jatropha seeds production 

in experiment farm exceeds 

80 seeds/tree.* 

*Transgenic Jatropha trees are 

not included. 

 

<仮訳> 

実験圃場でのヤトロファ

種子生産が樹木 1 本当た

り 80 個を上回る*。 

*遺伝子組み換えヤトロフ

ァ木は含まない。 

 ha 当たり 2.5t の収量は、熱帯地域に

おけるヤトロファ収量の実績に基づき

設定されたものである。ボツワナのよ

うな寒冷地域ではヤトロファ栽培事例

がほとんどなく、収量算出は難しい。

更に、ha 当たりの収量は、植栽間隔に

より変わる。 

 実験圃場の現況から判断し、1 本のヤ

トロファ木から 80 個の種子が収穫され

ると見積もった（1 本のヤトロファ木

は、花房付きの枝 10 本が伸長し、1 花

房当たり 3 果実、1 果実当たり 2～3 種

子が収穫の見込み）。 

 

(3) プロジェクト実施体制の再構築 

ボツワナ側 C/P の本プロジェクト活動への関与は十分とはいい難い状況であった。その主

な要因として次のことが考えられる。①日本側専門家チームとボツワナ側 C/P 機関とのコミ

ュニケーション・調整不足、②ボツワナ側 C/P 3 機関の間のコミュニケーション・調整不足、

③各 C/P 機関内でのコミュニケーション・調整不足、④C/P 研究者のプロジェクトに係る任

務・責任への理解不足等。 

そこで関係者間のコミュニケーション・調整を促進し、効果的なプロジェクト実施体制を

再構築するために、以下の方策をとることが提案された。 

 

1)  C/P への正式な辞令の発行 

C/P 研究者が本プロジェクトにおける自らの役割と責務をより理解することができるよ

う、C/P 機関、特に DAR は C/P 研究者に対して本プロジェクト参加に係る正式な辞令を発

行すべきである。 

2)  ボツワナ側 C/P 機関の間の合意書（MOU）締結 

プロジェクト活動費用の手当てを含む、プロジェクトにおける役割・責任分担に係る

MOU を MMEWR・DAR・UB で準備し、締結すべきである。 

3)  C/P 3 機関のコーディネーターの任命 

日本側専門家チームとの調整を確保するため、C/P 機関はそれぞれコーディネーターを

任命すべきである。 

4)  共同研究体制の再構築 
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ボツワナ側 C/P 及び日本側専門家は、詳細な活動、実施方法、主担当者を記載した Action 

Plan を作成し、2014 年 5 月の JCC にて共有しているが、C/P 側に十分に理解・活用されて

いるとはいい難い状況である。学術論文の共同執筆をはじめとする共同研究活動を促進す

るため、ボツワナ側 C/P 及び日本側専門家は、同 Action Plan に基づき、以下のとおり共同

研究体制を構築すべきである。 

・成果もしくは研究課題に基づくグループの結成 

・日本・ボツワナ国側の双方からのグループリーダーの選出 

・グループメンバー、各メンバーのタスク・責務の明確化 

・グループごとの最終目標・中間目標の設定 

・グループごとの四半期活動計画の策定、これに基づく各メンバーのタスクの明確化 

上記に基づき、各グループは専門家・C/P 間で十分なコミュニケーションをとり、共同

研究を進める。 

 

(4) プロジェクト成果達成に向けた活動の準備・促進 

1)  成果 1：圃場・栽培管理担当 C/P の配置 

現在、圃場管理及びヤトロファ栽培管理を担当する C/P 研究者は任命されておらず、日

本側専門家が主体となり活動を進めてきた。圃場・栽培の効率的な管理、専門家から C/P

研究者への技術移転を促進するため、DAR は圃場・栽培管理を統括できる C/P を配置すべ

きである。 

2)  成果 3：大学院生・研究助手の確保 

成果 3 に係る活動は、実験圃場で収穫されるヤトロファ種子を使用し、2015 年 3～4 月

に UB を中心に開始される予定である。UB は MMEWR 及び日本側専門家と協議し、遅く

とも 2015 年 4 月までに実験活動に従事する大学院生・研究助手を配置するなど、本活動へ

の準備を進めるべきである。 

3)  成果 5：詳細活動計画の最終化 

成果 5 に係る活動は 2015 年より開始予定であるが、UB C/P と日本側専門家の間で、活

動の詳細が十分に協議されていない。活動の円滑な開始に向け、UB と専門家双方は、活

動内容、実施方法、スケジュール等を協議し、2014 年中に詳細活動計画を最終化すべきで

ある。 

 

(5) 関連法・政策の動向への留意 

本プロジェクトでの遺伝子組み換えヤトロファの実験・栽培に関連する、遺伝子組み換え

植物を含むバイオセーフティの法的枠組みは、早ければ年内にボツワナ国議会で承認される

見込みである。一方、MMEWR は、バイオ燃料等の再生エネルギーに関する基準を含む、再

生エネルギー開発戦略の策定に着手している。 

これらの法的枠組みは、本プロジェクト活動の実施及び持続性に影響を与えることから、

ボツワナ側 C/P と日本側専門家はその動向に留意する必要がある。 
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第５章 団長所感 
 

本プロジェクトは、日本・ボツワナ両国の研究者により、低温・乾燥地域でのヤトロファの栽

培及びそれに基づく利用に関する技術的知見の蓄積を目的に実施されている。これはボツワナの

政策にも一致し、予算手当ての点で課題はあるが、将来的なボツワナのエネルギー事情の改善や

環境面への貢献が期待されるという意味で大きな意義のあるものである。ボツワナのような冬期

に低温となる気候のもとでヤトロファ栽培の事例はなく決して容易なプロジェクトではないが、

所期の目的が達成されれば、この技術はボツワナのみならず南部アフリカ等の同様な気候の国々

にも適用できる可能性も秘めていると考えられる。以下に、今回の中間レビューを実施してもっ

とも強く感じた共同研究を通じた人材育成について所感を述べる。 

これまで明石プロジェクトリーダーや稲福チーフアドバイザーをはじめとする日本・ボツワナ

双方の関係者の努力により、プロジェクトは成果を収めつつある。成果の達成度をみると、ほぼ

計画どおりの進捗ではあるが、これは主に日本人専門家の貢献によるところが大きく、SATREPS

の目的の 1 つである共同研究を通じた人材育成の点では、ボツワナ側の C/P の積極性が弱いこと

が指摘された。 

本プロジェクトは他の SATREPS 案件と違い、日本側の協力大学からの長期専門家が現地に滞

在する形態をとっており、C/P 研究者と専門家が密なコンタクトができるという優位性があるが、

それが十分に生かされていない面がある。この点に関してはいくつかの提言を行い改善を促した。

特に、C/P の正式な任命手続きが取られていないことが、関与が薄い主要な理由であると考えら

れたため、先方に対しては文書でもって任命手続きを取るよう提言したが、それだけで自然に彼

らが積極的になるとは限らない。1 つの具体的な改善方法としては、専門家からも提案されてい

る共同研究論文作成の更なる推進などが考えられるが、これに加えて、外国人への業務委託意識

が高く、また手の汚れる仕事を敬遠するといわれているボツワナ人研究者の参加モチベーション

をいかに高めていくかについても考えていかなければならない。これは暗黙知の領域といえるか

もしれないが、あらゆる局面において日本流のやり方をそのまま適用するのが最適ではないこと

も念頭に入れつつ、彼らのメンタリティを尊重しながら、共同研究の場に引き込んでいく雰囲気

づくりも必要であろう。 

本プロジェクトには上位目標は設定されていないが、将来的に研究成果を人々の生活に実際に

役立つものとしていかなければ意義が半減してしまう。本プロジェクト期間中に得た成果を、プ

ロジェクト終了後にいかに発展させて社会実装に結びつけていくかが課題となる。プロジェクト

が終了したら、活動が急に減速してしまうことのないように、将来にわたってヤトロファ・バイ

オエネルギー開発を背負う人材の確保及び実施体制の整備をしておかなければならない。天候の

影響などで、まだヤトロファ種子の採取はできていないが、順調にいけば来年には可能となる見

込みである。実際に種子が採取できれば成果 3 以下の活動も軌道に乗り、ボツワナ側研究者の意

識も高まる方向に変化することも考えられ、更に栽培にも力が入るというような好循環が可能と

なることを期待する。 
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評価グリッド： 

ボツワナ共和国 乾燥冷害地域におけるヤトロファ・バイオエネルギー生産のシステム開発 
Ｉ．実績の検証 

項目 調査の視点/調査事項 確認すべき指標/活動/情報/データ 情報源・調査手法 
（注記参照） 

投入の実施

状況 

日本側投入（専門家派遣、機材供与、C/P 研修（短期研究）、現地業務費

（シンポジウム・ワークショップ費用））は計画どおり実施されているか？ 
 プロジェクト資料、専門家 

ボツワナ側投入（C/P、施設、経費、人件費、資機材、長期研究費等）は計

画どおり実施されているか？ 
 プロジェクト資料、専門

家、C/P 

成果 1 に係

る活動の実

績 

1-1 気象観測システムとフィールドサーバーを設置する。  プロジェクト資料、専門家

（琉球・理研）、C/P
（DAR、UB） 

1-2 ヤトロファの栽培手法を開発する。  

1-3 ヤトロファ栽培のための灌漑システムを開発する。  

1-4 土壌と水の分析を行う。  

成果 2 に係

る活動の実

績 

2-1 ボツワナに自生するヤトロファ系統を特徴づけ、その生理的特性を評

価する。 
 プロジェクト資料、専門家

（鳥取・琉球・理研）、C/P
（DAR） 2-2 ボツワナに自生するヤトロファ系統の害虫、病気の発生を調査する。  

2-3 ボツワナに自生するヤトロファ系統を識別する分子マーカーを特定す

る。 
 

2-4 遺伝子型と表現型の関係をオミクス解析により調べる。  

2-5 遺伝子組み換えヤトロファを開発する。  

成果 3 に係

る活動の達

成状況 

3-1 ヤトロファ種子のオイル含量、成分、熱量を分析する。  プロジェクト資料、専門家

（鳥取・琉球・理研）、C/P
（DAR） 

3-2 ヤトロファ種子、クルードオイルのオイル含量、成分、熱量を分析す

る。 
 プロジェクト資料、専門家

（鳥取・琉球・理研）、C/P
（UB） 3-3 ヤトロファ・クルードオイルとバイオディーゼルのエンジン性能試験を

行う。 
 

3-4 ヤトロファ・バイオディーゼルの収率を評価する。  

3-5 ヤトロファ・クルードオイルとバイオディーゼルの品質を評価する。  

3-6 ヤトロファ種子とクルードオイルの貯留特性を調べる。  

成果 4 に係

る活動の達

成状況 

4-1 非油脂ヤトロファ・バイオマスの熱量、化学組成、毒性物質を分析す

る。 
 プロジェクト資料、専門家

（鳥取・琉球・理研）、C/P
（DAR）  4-2 ヤトロファ炭を生産する。  

4-3 ヤトロファ炭を土壌に適用する。  

4-4 ヤトロファ炭の土壌への効果を調べる。  

4-5 非油脂ヤトロファ・バイオマスのエネルギー利用とその他の利用方法

を評価する。 
 プロジェクト資料、専門家

（鳥取・琉球・理研）、C/P
（DAR、DOE） 
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項目 調査の視点/調査事項 確認すべき指標/活動/情報/データ 情報源・調査手法 
（注記参照） 

成果 5 に係

る活動の達

成状況 

5-1 ヤトロファ生産とバイオマス利用の環境へのインパクトを評価する。  プロジェクト資料、専門家

（鳥取・琉球）、C/P（UB、

EAD） 
5-2 ヤトロファ生産とバイオマス利用の社会へのインパクトを評価する。  

5-3 ヤトロファ・バイオディーゼル生産の経済評価を行う。  
5-4 研究成果を国際的に共有するためのワークショップやシンポジウム

を開催する。 
 プロジェクト資料、専門

家、C/P（DOE） 

成果 1 の達

成状況 

成果 1 ： 
ボツワナの気候に適したヤトロファの栽培体系が確立される。 

1-1 実験圃場でのヤトロファ種子の収穫が降霜シーズン前に完了する。 プロジェクト資料、専門

家、C/P（DAR） 1-2 少なくとも 4 つの異なるサイトについて、水管理と剪定を含む栽培体系が文書化される。 
1-3 実験圃場でのヤトロファ種子生産が ha 当たり 2.5 t を上回る。 

成果 2 の達

成状況 

成果 2： 
高収量・ストレス耐性ヤトロファ品種を開発するための技術基盤が構築さ

れる。 

2-1 ボツワナで入手可能なすべてのヤトロファ系統について、収量とストレス耐性が評価される。 プロジェクト資料、専門

家、C/P（DAR） 2-2 ボツワナで入手可能なすべてのヤトロファ系統について、分子マーカーを特定するためのデータベー

スが開発される。 
2-3 少なくとも 3 つの高収量・ストレス耐性と結びついた遺伝子組み換えヤトロファが開発される。 
2-4 遺伝子組み換えヤトロファのストレス耐性が評価される。 

成果 3 の達

成状況 

成果 3 ： 
ヤトロファ・オイルの特性が明らかになる。 

3-1 ボツワナで入手可能なすべてのヤトロファ系統について、オイル含量、成分、熱量に関するデータベ

ースが開発される。 
プロジェクト資料、専門

家、C/P（DAR） 
3-2 ヤトロファ種子、クルードオイル、バイオディーゼルの毒性物質が分析される。 プロジェクト資料、専門

家、C/P（UB） 3-3 ヤトロファ・クルードオイルとバイオディーゼルの燃焼特性が明らかになる。 

3-4 ヤトロファ・バイオディーゼルの収率が算定される。 

成果 4 の達

成状況 

成果 4 ： 
ヤトロファ非油脂バイオマスを利用するための技術が開発される。 

4-1 種子以外のバイオマスの重量と成分、副産物生産特性が分析される。 プロジェクト資料、専門

家、C/P（DAR） 4-2 炭適用区の水分保持能力が不適用区を 1.0%上回る。 

4-3 炭適用区の水利用効率が不適用区を 0.5%上回る。 

4-4 少なくとも 4 つの非油脂ヤトロファ・バイオマス利用技術（例：土壌改良材、燃料）が評価される。 プロジェクト資料、専門

家、C/P（DAR、DOE） 

成果 5 の達

成状況 

成果 5 ： 
ヤトロファ生産とバイオマス利用のインパクトが環境・社会・経済面から評

価される。 

5-1 温室効果ガスをバイオディーゼル、副産物、土壌改良に配分するための方法論が決定される。 プロジェクト資料、専門

家、C/P（UB、DOE） 5-2 ヤトロファ・バイオディーゼルの予備的ライフ・サイクル・アセスメントが実施される。 

5-3 ヤトロファの商業利用を想定した場合の土地利用、産業、雇用などへの影響が判定される。 

5-4 種子収量、バイオディーゼル製造効率、栽培可能面積の評価に基づく石油エネルギー代替可能性が

推定される。 
プロジェクト

目標の達成

状況・見込

み 

プロジェクト目標： 
ボツワナにおけるヤトロファ・バイオディーゼルの商業生産に向けた技術

的知見と経験が蓄積される。 

1. 少なくとも 5 本の学術論文が発行される。 プロジェクト資料、専門

家、C/P 2. 少なくとも 6 名の研究者がヤトロファに関連した修士・博士号を取得する。 
3. ヤトロファ・バイオマスを利用するための技術パッケージがボツワナ政府に採用される。 
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ＩＩ．実施プロセス・評価 5 項目 
大項

目 小項目 調査の視点/調査事項 確認すべき指標/活動/情報/データ 情報源・調査手法 
（注記参照） 

実
施
プ
ロ
セ
ス 

活動計画の

進捗状況 
活動計画は予定どおりに実施されているか？ 活動計画、活動の実施状況→活動進捗を参照 

計画からの遅延、変更点は何か？遅延、変更の理由は何か？ 
PDM、PO、プロジェクト資

料、専門家、C/P 

実施体制 

プロジェクトの実施体制はどのようなものか？適切に機能している

か？ 
機能していない場合の問題は何か？ プロジェクト資料、専門家、

C/P 
モニタリングはどのように実施されているか？適切に機能している

か？ 
モニタリング計画・実施状況、JCC、Project Meeting 等の開催状況 
モニタリング体制が機能していない場合の問題は何か？ 

プロジェクト資料、専門家、
C/P 

プロジェクトの計画・実施における意思決定は適切か？ 意思決定の方法・過程が適切でない場合の問題は何か？ プロジェクト資料、専門家、
C/P 

コミュニケー

ション 

日本人専門家とボツワナ側 C/P とのコミュニケーションは十分・スム

ーズか？ 
情報共有・意見交換の方法・頻度、コミュニケーションに係る満足度 
十分・スムーズでない場合の要因は何か？ 

専門家、C/P 

日本側関係者・機関（専門家、JICA 本部・ボツワナ支所、JST）間の

連絡・協力はスムーズに実施されたか？ 
情報共有・意見交換の方法・頻度 
十分・スムーズでない場合の要因は何か？ 

専門家、C/P、JICA、JST 

オーナーシッ

プ 

C/P の配置は適切か？ C/P の配置（職位・職務内容、人数、配置時期等）、関係者の満足度 専門家、C/P 
C/P のプロジェクトに対する認識、参加・コミットの度合いは高いか？ プロジェクト主旨・内容への理解度、C/P の職務遂行状況、参加状況 

 
プロジェクト資料、専門家、
C/P 

ボツワナ側の予算措置は適切か？ 投入実績、予算投入のタイミング 専門家、C/P 
その他関係者のプロジェクトに対する認識、参加度は高いか？  関係者の認識 専門家、C/P 

技術移転 技術移転の方法は適切か？ 
 

技術移転の方法・内容、工夫について 
C/P の満足度、満足度が低い場合の改善点は何か？適切でない場合の改善点は何か？ 

プロジェクト資料、専門家、
C/P 

その他の問

題 
プロジェクト実施過程で生じている問題や、効果発現に影響を与えた

要因はあるか？ 
関係者の認識 
 

プロジェクト資料、専門家、
C/P 

妥
当
性 

政策との整合

性 

プロジェクトはボツワナの政策と整合性がとれているか？ 「ビジョン 2016」 
「第 10 次国家開発計画（10th National Development Plan：NDP10）」 
「国家エネルギー政策」 

行政資料、専門家、C/P 

プロジェクトは日本の開発援助政策と整合性がとれているか？ ボツワナ事業展開計画 
 

JICA、専門家 

プロジェクトは日本の科学技術政策と整合性がとれているか？ SATREPS の主旨の確認 SATREPS、専門家 

対象地域・グ

ループ選定の

妥当性 

対象者（C/P 機関）の選定は適切か？ 関係者の認識 プロジェクト資料、研究者/
専門家 

プロジェクトは対象地域・対象者（C/P 機関）のニーズに対応している

か？ 
技術協力に対する C/P 機関のニーズ プロジェクト資料、専門家、

C/P 

戦略・アプロ

ーチ 

プロジェクトのアプローチ・デザインはプロジェクト目標を達成する手

段として適切か？ 
プロジェクトの進捗状況、関係者の認識 プロジェクト資料、専門家 

日本の技術の優位性はあるか？ 関係者の認識 プロジェクト資料、専門家 

その他 詳細計画策定調査（2011年 9月）以降、プロジェクトをとりまく環境の

変化はないか？ 
関係者の認識 プロジェクト資料、専門家、

C/P 
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有
効
性 

プロジェクト目

標の達成見

込み 

プロジェクト終了までに、プロジェクト目標の達成は見込めるか？ Ｉ．実績参照：投入・アウトプットの実績、活動の状況 
関係者の認識 

プロジェクト資料、専門家、
C/P 

プロジェクト目標の達成を促進・阻害する要因はあるか？ 関係者の認識 プロジェクト資料、専門家、
C/P 

因果関係 アウトプット（成果）はプロジェクト目標を達成するのに十分か？ Ｉ．実績参照：アウトプット実績 
関係者の認識 

プロジェクト資料、専門家、
C/P 

効
率
性 

アウトプットの

達成度 

アウトプットの達成度は適切か？ Ｉ．実績参照：アウトプットの実績 プロジェクト資料、専門家、
C/P 

アウトプット達成を促進・阻害している要因はあるか？ 関係者の認識 専門家、C/P 

因果関係 

アウトプット産出のための投入（質、量・コスト、タイミング）は適切で

あるか？ 
Ｉ．実績参照：投入・アウトプットの実績 
関係者の認識 

プロジェクト資料、専門家、
C/P 

アウトプット産出のための活動（質、量、タイミング）は適切である

か？ 
Ｉ．実績参照：アウトプットの実績、活動の状況 
関係者の認識 

プロジェクト資料、専門家、
C/P 

外部条件の

影響 

活動からアウトプットに至る外部条件による影響はないか。 
活動→アウトプット外部条件： 
・ヤトロファ栽培試験に必要な地下水が十分ある。 
・気候条件が劇的に変化しない。 
・データ通信ネットワークが整備されている。 
・遺伝子組み換え植物に関する法規制が整う。 

 プロジェクト資料、専門家、
C/P 

イ
ン
パ
ク

ト 波及効果 

政策・経済・社会文化的側面・環境・技術面への影響はあるか？ 該当する事例の確認 プロジェクト資料、専門家、
C/P 

本プロジェクト実施による負の影響はあるか？それを軽減する対策

はとられているか？ 
該当する事例の確認 プロジェクト資料、専門家、

C/P 

持
続
性 

政策・制度面 政策・制度面での支援は協力終了後も継続する見込みか？ 関連政策・法規の動向、行政幹部の認識 行政資料、行政幹部、専

門家、C/P 

財政・組織面 

プロジェクトの成果を持続・展開するための十分な予算確保が見込

めるか？ 
投入実績、予算措置の動向 
関係者の認識 

専門家、C/P 

プロジェクトの成果を持続・展開するために、C/P 機関に適切なスタッ

フの配置が見込めるか？ 
今後の要員配置の動向 
関係者の認識 

専門家、C/P 

技術面 

投入された資機材の管理は適切に行われているか？ C/P による資機材の整備能力・整備状況、関係者の認識 プロジェクト資料、専門家、

C/P、供与機材確認 
移転された技術・知識は C/P 機関内で定着する見込みか？ C/P の技術・知識習得状況、関係者の認識 専門家、C/P 
プロジェクトの成果を持続・展開するための活動を実施する組織能

力・オーナーシップは C/P 機関に備わっているか？ 
オーナーシップ、能力改善の状況について 
関係者の認識 

専門家、C/P 

その他要因 持続性に影響を与える貢献・阻害要因はあるか？ 関係者の認識 専門家、C/P 
注） プロジェクト資料： 詳細計画策定調査報告書、中間報告書、その他各種資料 
 調査手法： 資料のレビュー、関係者（専門家、C/P）へのインタビュー 
 関係者：＜ボツワナ側＞鉱物エネルギー水資源省 エネルギー局（DOE）、農務省 農業研究局（DAR）、ボツワナ大学（UB） 
     ＜日本側＞鳥取大学、琉球大学、理化学研究所 
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